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コ モ ン ウ ェ ル ス蔵相会議か ら帰国した マ ク ミ ラ ン と ソ - ニ ク ロ フ ト は

まず, 1 0 月 2 日, イ
-

デ ン の 要請を受け Pl a n G を補完する対西 ヨ
ー ロ ッ

パ 政治イ ニ シ ア チ ブを検討するた め設置さ れて い た 臨時閣僚会合の 席
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論 説

で
, 首相以下主要閣僚 に コ モ ン ウ ェ ル ス 諸国の 反応 は好意的なもの で

あ っ たと報告 した ｡ 同時に彼らは, 遺憾ながら会議内容の リ
ー ク があ っ

た結果, イ ギ .) ス 政府 の 意図に つ い て必ず しも正確で は か
､ 報道がなさ

れ て い ると しで
1)

, 直ちに記者会見を開催 し, P l a n G の 概要説明をお こ

なうこ とを提案した｡ こ うして, Pl a n G に つ い て の政府公式声明を作成

するこ とが承認され, 同時に首相提案に つ い て は, 英仏合同以外に フ ラ

ン ス
,

ベ ル ギ
ー

,
ノ ル ウ ェ ー

,
オ ラ ン ダと の 間で Pl a n G と 整合性の ある

どの ような政治的協力関係構築が可能か官僚達に検討させ る こ とも決定

された
(2)

,
同 日直ちに マ ク ミ ラ ン, ソ

-

ニ ク ロ フ ト両名により記者会見

が 開催された ｡ 記者発表で は, イ ギ リ ス政府は, 6 カ 国の 共同市場が形

成され た場合 に どの ような関係を構築す べ きか こ れまで検討 してきた

が
, 共同市場および他の O E E C 諸国とともに

｢
部分的自由貿易地帯｣ を

形成する こ とを念頭 に置 い て い る, 最も重要な点は国内農業と コ モ ン

ウ ェ ル ス 農産物製造者に対 して 考慮を払 い , 農産物およ びその 加工 品は

除外する こ と で ある ,
目標は排外的貿易ブ ロ ッ ク の構築で はなく, ヨ

ー

ロ ッ パ と イギ リ ス の 経済力を強化 し, 完全雇用の 維持と , 対 コ モ ン ウ ェ

ル ス ･ 植民地投資能力を向上 させ , 対 ド ル地域数量規制も撤廃するこ と

で ある ,
と い っ た説明がなされ た｡ ま た こ れはまだ検討中の 構想で あり,

今後 コ モ ン ウ ェ ル ス ,
ヨ ー ロ ッ パ , 国内団体との協議を経た上 で決定を

お こ なうもの で ある こ とも強調された
`3)

｡

こう して ,
Pla n G は 公の 舞台に登場 した の で あり, マ ク ミ ラ ン自身,

回想録で , こ の 時点で自由貿易地帯構想は帰還不能点を過ぎたと述 べ て

い る
'4)

｡ ま た こ れま で 閣内の 反対論の 主要な論拠 で あ っ た コ モ ン ウ ェ ル

ス か らの 反発を指摘する声も, コ モ ン ウ ェ ル ス 蔵相会議で の 反応がおお

むね好意的で あ っ た こ と により沈静化 した｡ 以後 1 0 月中,
マ ク ミ ラ ン

と ソ - ニ ク ロ フ ト は
,
6 カ 国お よび国内各種団体との 問で 半ば以上 自由

貿易地帯構想の 採用が決定したか の ような形で協議を進めて い く こ と に
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白由貿易地帯構想とイ ギリ ス

な っ た ｡

ワ シ ン ト ン か らの 閣僚の 帰国と同時に, 大蔵 ･ 商務省内で今後の 日程

が 議論さ れ は じめ, 遅く とも 1 1 月初 め には コ モ ン ウ ェ ル ス諸 国か ら

Pl a n G に つ い て の 公式見解が届く予定であり, 1 1 月半ば の 閣議決定を

目指すと い う目標が設定された ｡ 手順と して は, 駐 コ モ ン ウ ェ ル ス高等

弁務官 へ の コ モ ン ウ ェ ル ス蔵相会議に つ い て の報告と駐米大使によ る令

衆国政府 - の 説明に加え
, 保守党有力議員 へ の 個別説明と 10 月 の 保守

党大会で の 説明 ･ 野党と労働組合会議 (th e T r a d e s U n i o n C o n g r e s s :

T U C) - の 説明 ･ 財界人と の協議を ソ
- ニ ク ロ フ トがお こ な い , 全国農

民連盟 (th e N atio n al F a r m e r s
'

U ni o n : N F U) と は農水相が会談すると

い っ た点が合意された ｡ ま た 1 0 月 8 日 に予定される 6 カ 国外相会議で

フ ラ ン ス が共同市場加盟の 条件と して 海外領土包含や関税削減第
一

段階

後の離脱の 自由と い っ たイ ギリ ス と して 受け入れがた い 提案をお こなう

危険がある の で
,
Pl a n G 正式決定前にその ような条件に コ ミ ッ トす べ き

で はな い と警告する書簡を マ ク ミ ラ ンが ス パ
ー ク に送る こ とも合意され

f=
( 5'

.

2

1 0 月 3 日付 で マ ク ミ ラ ン か ら ス パ
ー

ク に書簡が送られ, コ モ ン ウ ェ ル

ス蔵相会議の 内容が報告された ｡ 農業を除く自由貿易地帯構想に つ い て

の 決定はまだ最終的で はな い こ とが 強調され て い た ｡ そ の 上 で マ ク ミ ラ

ン は
, 今後の 共同市場構想と自由貿易地帯構想との 円滑な連携を保 つ た

め に
, 予定され て い る 6 カ 国外相会議にお い て は

,

｢ で きるだけ事態を流

動的にと どめ｣ , ｢ 拘束力の ある決定｣ を回避するこ とを要請するととも

に協議の ため の ス パ ー ク の 訪英を提案 した
' "

｡ こ の 後, 6 カ 国外相会談

の 日程は 1 0 月 2 0 ･ 2 1 日 開催 へ と延期され ,
日程的に ス パ

ー ク の 訪英は
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論 説

困難にな っ た ｡ 折か ら ス エ ズ問題の 国連で の議論の ため ニ ュ
ー

ヨ
ー ク 滞

在中の ス パ
ー ク に対して, 外相 ロ イ ドと 国連大使デ イ ク ソ ン (Si r P ie r-

s o n D ix o n) を通じて, 改めて ｢ 流動性｣ の 維持を求め ると ともに , 特 に

植民地に つ い て , イ ギ リ ス は自由貿易地帯に植民地を包含す べ き で な い

と考えており, 共同市場にお い て も植民地の包含 に つ い て 決定を延期す

るよう要請された
(7 '

｡

デ イ ク ソ ン と会談した ス パ ー ク は, 共同市場交渉で の フ ラ ン ス の 姿勢

に つ い て後日文書で知らせ ると約束 した｡ 1 0 月 1 6 日 マ ク ミ ラ ン は再度

ス パ ー ク に書簡を送り, フ ラ ン ス の ために特別な譲歩をする こと はイ ギ

リ ス 国内か ら同様の 扱 い を求め る意見が出る危険もあるの で ,
で きるだ

け回避 してほ し い
,
ま た植民地 の扱 い に つ い て は, イ ギ リ ス と して は

O E E C 作業部会で議論 した い の で そ れまで の 間は結論を出さな い で ほ

し い と要請した ｡ こ の 書簡に対しス パ
ー ク は

,
フ ラ ン ス は経済的苦境に

あり, 優遇措置なしで は共同市場参加を拒否する姿勢を示 しており, 何

らか の譲歩をせ ざるを得な い と回答した ｡ そ し て植民地の 包含に つ い て

はまだ決定はなされて い な い が, ドイ ツ で ア デ ナウ ア
ー が

,
フ ラ ン ス で

モ レが政権 にと どまり, 独仏両政府の 共同市場 - の 支持が得 られ る間に ,

早期に合意を形成する必要が あると再び強調した
(8'

｡

こ の 間,
1 0 月 3 日 の 記者会見に対する大陸諸メ デ ィ ア の 反応は , 全体

に好意的で あ っ た｡
一

部 に は否定的ある い は敵対的 コ メ ン トもあり, イ

ギリ ス は ヨ
ー

ロ ッ パ市場か ら の 除外を恐れて 自由貿易地帯に参加 しよう

と して い る, あ る い はイ ギリ ス は 6 カ 国 の 共同市場を妨害しようと意図

して い ると い っ た報道もなされ て い た
(9)

｡
ベ ネ ル ク ス 諸国では , オ ラ ン

ダ政府高官が イ ギリ ス 大便に対 し て 非公式に ,
オ ラ ン ダ の 対英輸出の

5 0 % は農業関連であり, こ れ が 除外され る こ とは望ま しくな い が , イ ギ

リ ス の ヨ
ー

ロ ッ パ 経済協力 へ の 参加を獲得するため には妥協も仕方がな

い と い う見解を述 べ て い た ｡ ベ ル ギ
ー

,
ル ク セ ン ブ ル ク の メ デ ィ ア はと
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自由貿易地帯構想と イ ギ リ ス

もにイ ギリ ス 提案を歓迎する姿勢を示 して い た
( " '

｡ イ タ リ ア政府は , 令

体と し て好意的な姿勢を示したが , 農業 の 除外には強 い 不満を示 した ｡

イ ギリ ス の動機が自由貿易地帯なしで の 共同市場成立 へ の 危倶に基 づく

もの であれ ば交渉上イ ギリ ス の 立場は弱くなり, 交渉過程での 農業問題

で の 譲歩を期待すると いう姿勢がイ ギリ ス 大使に示された
(ll )

｡

駐 仏大使館か らは 1 0 月 16 日時点で ,
1 0 月 3 日 の 蔵相発表に対する フ

ラ ン ス 政府公式の 意見表明はなく, 報道内容は非好意的で あると の報告

が届 い て い た ｡ 自由貿易地帯提案は, 共同市場加盟に対するイ ギ リ ス流

の ｢ 丁寧な断り｣ で あり, イ ギ リ ス は 6 カ 国の統合の進展を恐れ て い る ,

あ る い は ス エ ズ危機の ため に ア メ リ カ - の 過度 の依存は好ま しくな い と

考えヨ
ー ロ ッ パ に接近しようと して い る, と い う の が フ ラ ン ス メ デ ィ ア

の 論調で あり, フ ラ ン ス や ヨ
ー ロ ッ パ 側にと っ て の イ ギリ ス の 自由貿易

地帯参加の メリ ッ ト の 分析はな い と され て い た
(1 2〕

｡

ドイ ツ では
,
1 0 月 9 日駐独大使より, 外務次官 ハ ル シ ュ タイ ン( W alt e r

H all st ei n
,
t h e S t at e S e c r e t a r y , G e r m a n F o r eig n M i n ist r y) は ,

マ ク ミ ラ

ン と ソ -

ニ ク ロ フ ト の声明を歓迎 しt ヨ ー ロ ッ パ 統合 の進展 にはイギリ

ス の参加が不可欠であると述 べた と の 報告が届 い て い た
〔13)

｡ 同時に ハ ル

シ ュ タ イ ン は共同市場に対する フ ラ ン ス の 姿勢はなお懐疑的なもの で あ

ると も述 べ て い た ｡ こ の時期
,
ドイ ツ 政府内部でも, 共同市場 に対して

の コ ミ ッ ト メ ン トに つ い て大きな議論が存在して い た ｡ 共同市場反対派

の 最有力閣僚で ある経済相 エ ア ハ ル ト は マ ク ミ ラ ン の 記者発表の 機会を

捉えて ,
イ ギ リ ス提案を無視 して共同市場交渉に修正 を施すこ となく継

続するの は不可能で あると主張 して い た｡ 共同市場を強く支持 してきた

首相 ア デナウ ア
ー

自身も, 6 月以 来の フ ラ ン ス の 社会政策調和の 要求に

強 い 不満を抱 い て い た｡ ア デ ナ ウ ア
ー は 7 月 に は閣議 で も共同市場 は

｢ 政治的には終わ っ た｣ とま で述 べ , 統合 の 間接的ル
ー

トと して自由貿

易地帯を採用する可能性に言及するに至 っ て い た ｡ しか し共同市場の持
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つ 緊密な統合と い う政治的利益を指摘する外務省を中心とする主張が
一

応 の 勝利を収め ,
1 0 月 5 日 の 閣議で共同市場交渉における立場を維持す

る辛が自由貿易地帯提案受け入れの 前提であると決定された ｡ エ ア ハ ル

ト はなお反意を示 しただけで なく独仏合意成立を妨げる べ く活動 し, 1 0

月 20 ･ 2 1 日 の 6 カ 国外相会議に自らオ ブザ
ー バ ー と して参加する こ と

を強引に実現させ て い た
`1 4)

｡

そ の他 の O E E C 諸国か ら の 10 月 3 日 の 記者会見 へ の 反応は, 農業輸

出国も含めて イギリ ス の リ
ー

ダ
ー

シ ッ プを歓迎する基本的に好意的なち

の であ っ た
(1 5)

｡

コ モ ン ウ ェ ル ス に対 して は, 1 0 月 1 9 日改め て コ モ ン ウ ェ ル ス 関係省

か ら
,
自由貿易地帯構想 へ の公式見解を求め る書簡が送られ た ｡ コ モ ン

ウ ェ ル ス 諸国か ら の 正式な回答がそろ っ た の は 11 月初め にな っ て か ら

であ っ た ｡ カ ナ ダ政府は
,
自由貿易地帯が交渉過程で新たな特恵貿易地

域 へ と変質するこ とがな い よう注意する ことを求めなが らも, 構想その

もの には反対は しな い と伝えて い た ｡ ニ ュ
ー ジ ー ラ ン ド政府も, 現在 の

コ モ ン ウ ェ ル ス 特恵に影響が な い 限りは, 自由貿易地帯 により ヨ
ー

ロ ッ

パ 経済が 強化 され, 西側同盟全体に利するこ とは好まし い と伝えて い た ｡

ま た 10 月中旬には主要植民地か ら の 見解も届き, 食料の 除外, ヨ
ー ロ ッ

パ 諸国の 海外領土除外を条件と して ,
全体と し て 自由貿易地帯は植民地

の 利益には反しな い と の 姿勢が示され て い た ( 香港と シ ン ガポ
ー ル の み

は植民地の 参加を希望 して い た
(1 6)

) ｡

ア メ リ カ政府に対 して は , 記者会見後即座 に駐英大使館と 国務省経済

担当次官にそれぞれ正 式に記者発表内容が伝えられた ｡ 国務省は内容を

検討すると回答しただけであ っ た ｡ 駐英大使館か らは, 自由貿易地帯が

差別的貿易ブ ロ ッ ク に発展せず, 対 ド ル地域貿易差別の撤廃を自由貿易

地帯内の 関税削減と並行 して 進める こ とが ア メ リ カ政府の 支持の 条件と

なる で あろうと の意見が示された
(1 7)

｡ ス エ ズ危機の過程 で の 英米間の 対
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立増大と, 進行中の大統領選挙の 影響もあり, 以 後, 11 月末 の自由貿易

地帯構想の 正式公表まで の 間, ア メ リ カ政府か ら自由貿易地帯構想に つ

い て の 意思表示はなか っ た ｡ た だ しt 選挙運動中の アイ ゼ ン ハ ワ
ー が

,

1 0 月 1 2 日 マ イ ア ミ で の演説にお い て ,
N A T O 諸国 の経済的繁栄は合衆

国の ため にも必要で あり, 6 カ 国によ る共同市場構想とイ ギリ ス による

自由貿易地帯構想の 双方ともこ の点か ら い っ て望まし い展開であると言

及 した こ とをも っ て , イ ギ リ ス 政府内で は, 合衆国か らは好意的な対応

が得られ る で あろうと判断され た
` 18'

｡

3

国外か ら の蔵相 ･ 南柏記者会見 へ の評価を収集分析する過程と並行 し

て ,
1 0 月初めか らは Pl a n G - の 超党派的支持を獲得す べ く, イ ギリ ス

国内の 産業団体, 保守党, 労働組合, 労働党と い っ た組織に対する説明

と説得 の作業が マ ク ミ ラ ン と ソ - ニ ク ロ フ トに より進め られた ｡ 10 月

4 日 にはイ ギリ ス 最大の 財界団体, イギ リ ス 産業連盟 (th e F e d e r ati o n

of B ritis h l n d u s t rie s : F B I) 議長と会談した ソ
- ニ ク ロ フ トが , 政府と し

て は年末まで には自由貿易地帯構想採択の 決定を下 した い と考えて い る

こ とを説明 した ｡ F B I 側 は基本的に自由貿易地帯に は賛成する姿勢 で

あ っ たが
,
1 0 月末に給会を開 い て議論するの で ,

そ れま で の 間に加盟各

産業に説明をお こ なう資料を提供 して欲 し い と の 要請があ っ f=
' 19 )

｡ こ の

後, 1 0 月 2 2 日 に は F B I 代表と ロ
ー

ワ ン の 間でも自由貿易地帯に つ い て

の協議が お こなわれた｡ そ こ で も F B I 側 は, 加盟産業の大半は, イ ギ リ

ス を大陸の経済統合か ら隔離する こと はで きな い と考えて い ると述 べ ,

自由貿易地帯に賛同する姿勢が示されて い た
(20)

｡

1 0 月 1 0 日 に は, ソ
-

ニ ク ロ フ ト と綿製品協会会長との 間で 会談が も

たれた ｡ ラ ン カ シ ャ ー の 綿製品業界は自由貿易地帯形成で 明らか に打撃

( 9 5)
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を受けるもの と政府側にも想定され て い た ｡ 業界団体側も, 共同市場 は

必ずしもヨ
ー ロ ッ パ で の 繊維製品消費を増大させ る訳ではな い し, イ ギ

リ ス国内市場の
一

部 は ヨ
ー ロ ッ パ 業者に奪われて しまうと主張 した ｡ こ

れ に対して ソ
- ニ ク ロ フ ト は

,
共同市場が完成すれ ば ヨ

ー ロ ッ パ市場 に

お い て も第三国市場にお い てもイ ギリ ス 産業全体が損失を被るの は明ら

か で あると して , 長期的なイ ギリ ス経済の ため の 自由貿易地帯の必要性

を主張した｡ また彼は, い っ た ん例外を認めると全加盟国が同様の扱 い

を求め て きて 収拾が つ かなくなるの で ,

一

部 の 国内業者にだけ例外的扱

い をするわけに は い か な い とも述 べ た
(2 1)

｡

以 後, 1 0 月 2 3 日 に は マ ク ミ ラ ン と ソ
-

ニ ク ロ フ トが T U C 代表と会

談 し, ほ ぼ 同時 に マ ク ミ ラ ン は労働党影の 蔵相 ウイ ル ソ ン ( H a r ol d

w ils o n) と の 会談もお こな い , 両者ともに自由貿易地帯構想には好意的

な姿勢を示 した ｡ 保守党財政委員会に対する マ ク ミ ラ ン と ソ
-

ニ ク ロ フ

トの 説明に対 しても大きな反対は見られ なか っ た ｡ 1 1 月初めま で には

F B I か らも傘下諸企業の 大多数が賛意を示 して い ると の 調査結果が 局

き
,
国内諸団体か らの P la n G - の 支持はおお むね取り付けられた

` 22)

｡

4

上 記 した ように ( 第4 章第7 節参照) , 9 月末に ,
英仏合同 ･

フ ラ ン ス

の コ モ ン ウ ェ ル ス 加盟と いう モ レ の イ ニ シ ア チ ブを受けた提案が政府内

で退けられた後も, なおイ
- デ ン は

,
対象を他の 西ヨ

ー ロ ッ パ 諸国にも

拡大 した ,
P la n G を補完する政治面で の 対 ヨ

ー ロ ッ パ協力の可能性に つ

い て 官僚 レ ベ ル で の 追加検討を要求して い た ｡ 1 0 月 1 日 イ
- デ ン は先

に英仏合同に つ い て の 消極的回答を出 した臨時閣僚委員会に自ら司会と

し て参加 し, 少なくとも コ モ ン ウ ェ ル ス再編の 可能性を検討するよう命

じた｡ 彼 は ,
フ ラ ン ス だけと の 特別な関係構築が困難で あれば ,

ベ ル ギ ー
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と オ ラ ン ダも コ モ ン ウ ェ ル ス加盟の 対象に含め る べ き で あると主張 し

た ｡ ドイ ツ とイ タリ ア と の 関係上問題が生 じるかもしれ な い が
,
コ モ ン

ウ ェ ル ス が強化さ れる と い う利点を考慮す べ き である と彼は述 べ て い

た｡ 翌 2 日同会合が再度開催され マ ク ミ ラ ンも参加 した ｡
こ れ は コ モ ン

ウ ェ ル ス 蔵相会議か ら帰国 した マ ク ミ ラ ン が P la n G に つ い て の 記者発

表の許可を求めた 会合で もあ っ たが , 同時にイ - デ ン の 強 い 要請を受け

て
,
フ ラ ン ス , ベ ル ギ ー

,
ノ ル ウ ェ ー

, オ ラ ン ダとの 間で コ モ ン ウ ェ ル

ス 加盟も含め て , Pla n G と 整合性の ある どの ような政治的協力関係構築

が可能か官僚に検討させ る こ とが決定された
` z 3)

｡

イ - デ ン の 要請を検討する臨時官僚委員会は, 官房長官ブル ッ ク の 司

会で , 大蔵, 外敵 コ モ ン ウ ェ ル ス 関係, 植民 商務各省の 次官, 次官

補級の 幹部が参加 して 1 0 月 4 日 に開催された ｡ コ モ ン ウ ェ ル ス ヘ の 一

部西 ヨ
ー

ロ ッ パ 諸国の 加盟と いう発想は, 外務次官カ
ー ク パ トリ ッ ク

( Si r l v o n e K i r k p a t ric k) に より ｢ 現実的な可能性とは見な し得な い :

我 々 は伝統的な コ モ ン ウ ェ ル ス
,
ア メ リ カ ,

ヨ ー ロ ッ パ と の 三重 の リ ン

ク の 重石と して の 役割を維持す べ き で ある｣ と さ れ, 早 々 に, イ ギ リ ス

ー

国と ヨ
ー

ロ ッ パ 諸国間の 政治的協力関係形成に検言寸対象をしぼ る こと

が合意され た ｡ P la n G を補完する ため の 政治的イ ニ シ ア チ ブを検討す

るこ とが本来の 課題 であ っ たが
, 官僚達･は, Pl a n G に 直接政治的機構を

重ね合わせ る の は Pl a n G が 政治的統合 - の 進展を意味するもの と受け

歌 られ , 国内で の 自由貿易地帯構想 - の 支持獲得に悪影響を与える危険

があると議論 した ｡ 合意された の は既存の ヨ ー ロ ッ パ の 国際組織の 改辛

による対応が望まし い と い う点で あ っ た｡ 結果的に官僚達が行き着 い た

の は
,
Pl a n G 形成過程 で , P la n B と して 外務省が選択肢にあげて い た ,

O E E C と 欧州審議会の 議会的機能を果たす部分を統
一

さ せ
,
ヨ ー ロ ッ パ

の 諸問題全般に つ い て議論する議会総会的組織を構築する可能性と ,

W E U で の 実質的協力関係を強化する可能性と い う二 つ の 選択肢 で あ っ
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た
{2 4)

｡ こ の 線 に沿 っ て作成された閣僚宛報告書で は, まず政治的協力関

係 は, 経済的協力関係と同程度の 地理的基盤の 下に構築され る べ きで あ

ると し て コ モ ン ウ ェ ル ス - の 一

部西 ヨ
ー ロ ッ パ 諸国加盟の 可能性が否定

され た ｡ 具体案と して は, 欧州審議会と O E E C の 合同が なされれ ば政

治的協力関係が 強化で きるだ ろう し, W E U もまた装備の 標準化や共同

研究開発な どの 分野で 緊密な政治的軍事的協力促進に資するであろうと

述 べ られ て い た ｡ しか し, こ れ ら限定的協力で あ っ ても, 超国家主権的

統合参加 - の参加圧 力が 強まる, 国内世論の Pla n G へ の 支持に悪影響

が およ ぶ , 合衆国とカ ナダ の ヨ
ー

ロ ッ パ か ら の撤退を促進する危険が あ

る, コ モ ン ウ ェ ル ス 諸国から の 疑念が 強まる, 植民地保有国との 連携は

帝国主義者の連携強化と の批判をうける危険が ある, O E E C と 欧州審議

会の 合同は Pl a n G の 円滑な交渉の 妨げになるか もしれ な い , な ど多く

の 問題点が指摘され て い た｡ 最終的に閣僚 に対 して勧告され た の は
,
自

由貿易地帯 へ の参加その もの が, 対西 ヨ ー ロ ッ パ協力関係の 大きな前進

であり
,
O E E C 内 に構築される自由貿易地帯の運営組織を, 欧州審議会

を通じて議会的機構と結び つ ける の が最初の 動きと して充分で あろうと

い う提案であ っ た
(25 )

｡

こ う してイ
- デ ン による ス エ ズ危機を背景に した ,

Pl a n G と 並行 して

の 西 ヨ ー ロ ッ パ 諸国と の ラデ ィ カ ル な政治的統合推進構想は , 政府内部

か ら の 圧倒的 な反発に よ り挫折 した ｡ し か し, そ の 過程 で 浮上 した

O E E C と 欧州審議会の 議会的機能の 整理統合お よ び W E U の 機能深化

と いう外務省に起源を持 つ 発想は, こ れ 以 降も省内で検討が進め られ,

ス エ ズ危機も終わり, マ ク ミ ラ ン政権が誕生 した 57 年 1 月 になり外相

ロ イ ドによ る
"

G r a n d D e sig n
"

と し て 再浮上 する こ と になる (結章参

照) ｡ ロ イ ド の グラ ン ド
･ デ ザ イ ン に つ い て は後述にお い て 分析をお こ

なうが ,
56 年後半時点で の外務省による対 ヨ

ー ロ ッ パ 政治協力に つ い て

の ( イ
- デ ン に と っ て は極め て 不充分なもの で はあ っ た ろうが) 具体的

( 98 )
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イ ニ シ ア チ ブ の 提示は
,
56 年夏以 降, 財政上 の理 由から の 対 ヨ ー ロ ッ パ

軍事 コ ミ ッ ト メ ン ト削減を補うもの と して 政府内で検討されて きた過程

の 産物で もあ っ た ｡

5 6 年 6 月 以 降イ - デ ン政権は防衛 コ ス ト削減の ため の 軍事政策全体

の 再検討を開始 して おり
,
内閣政策再検討委員会 (th e C a bi n e t P oli c y

R e v ie w C o m m itt e e) が そ の作業をお こ な っ て い た ｡ そ の 結果, 防衛費

抑制と英米関係強化の ため に核抑止力構築を防衛上優先的に整備すると

いう方針が採用 された o 同時に ドイ ツ駐留兵力の コ ス トが 国際収支に与

える悪影響を積和する ために
, そ の 削減と , ドイ ツ政府による費用負担

の 継続が求め られ る べ きとされ て い た ｡ しか し兵力削減に対 して の ドイ

ツか ら の 反妃りま否定的なもの となる こ とが予測された ｡ 削減 の影響を横

和するため に N A T O に お ける大陸防衛 の ため の 協力拡大を提案す ると

い う発想が生 じた ｡ 5 6 年秋 の 外務 省によ る欧州審議会 と O E E C の 融

令, w E U に お ける防衛協力の 活性化と いう主張は ,
こ の 大きな構想内

に位置づ けられ るもの で あ っ た ｡ 外務省の究極的目標は, O E E C と 欧州

審議会の 融合に より ヨ ー ロ ッ パ城 内協力 に関与する組織を
一

つ に まと

め
, W E U に お い て イ ギリ ス と 6 カ 国の積極的な防衛協力が提供され ,

こ の 二 つ が共に N A T O 内 に包括され ると い う構造だ っ た の である
`2 6'

o

5

マ ク ミ ラ ン と ソ -

ニ ク ロ フ トが主 に国内に対して の 自由貿易地帯構想

の説明活動に注力 して い る 一

方 ,
1 0 月後半, 6 カ 国側 の 共同市場条約に

つ い て の 合意形成プ ロ セ ス は重大な局面を迎え つ つ あ っ た ｡ 社会政策の

調和, 関税削減の 第二段階 へ の移行の 条件 , 海外領土 の包含と いう三 つ

の 問題をめ ぐる フ ラ ン ス と他 の 国 々 の 対立 の 打開をは か る べ く 1 0 月

2 0 ･ 21 日 に パ リ で 開催され る こ と にな っ た 6 カ 国外相会談に つ い て は
,

( 9 9 )
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イ ギリ ス 政府も交渉の 行方に つ い て フ ラ ン ス 政府と ス
パ ー ク 双方か ら情

報収集に努めて い た ｡

1 0 月 1 7 日 , 6 カ 国交渉の フ ラ ン ス 代表団副議長を務め , 共同市場間

題に つ い て の フ ラ ン ス 外相ピ ノ
ー

(C h ri stia n Pi n e a u) お よ び外務担当閣

外相 フ ォ
ー ル (E d g a r F a u r e) の 補佐 役 を努 め て い た マ ル ジ ョ ラ ン

( R o b e r t M a rj oli n ) と 会談 した ブ レザ
ー

ト ン によれば ,
フ ラ ン ス 政府は ,

特定の 条件が満たされ れば共同市場に参加する と い う意思で あり, 2 0
･

21 口 の 6 カ 国外相会議で は フ ラ ン ス の 求め る条件 の
一

部 は承認 され る

と考えて い ると の こ と で あ っ た ｡ マ ル ジ ョ ラ ン はまた , 自由貿易地帯構

想に つ い ても触れ . イ ギ リ ス と共同市場との 協力関係形成は, ドイ ツ へ

の 重石となる ことが期待され ,
政治的には極め て魅力的であると述 べ て

い た｡ た だ し彼は, 経済的には, 共同市場が もた らす農業や社会政策面

で の制約なしでその経済的利益だけをイ ギリ ス は求めて い ると い う の が

フ ラ ン ス の
一

般的反応で あると批判し, 特 に農業除外 に つ い て フ ラ ン ス

の農民達の 不満を解消するために ,
コ モ ン ウ ェ ル ス 諸国と の特恵共有が

なされ て もよ し､ の で はな い かと述 べ て い た ｡ ∴ れ に 対T_
J て ブ レ ザ ー ト ン

は, コ モ ン ウ ェ ル ス と の 関係に打撃の ある枠組み は国内世論か ら の支持

が得 られず採用不可能で あると答えて い た
(27)

｡

1 0 月 1 8 日 に は , 先 の マ ク ミ ラ ン か ら の書簡に応える形で約束され て

い た
,
共同市場交渉における フ ラ ン ス - の 対応に つ い て の文書が ,

ス パ
ー

ク か らイギリ ス 政府に送られて い た ｡ そ の 内容は ,
フ ラ ン ス と の合意の

ため にある程度の 特別扱 い はや むを得な い と いうもの であ っ た ｡ 関税削

減第二段階 へ の 移行を社会政策調和な どの
一

定 の 目標達成を条件と し,

全加盟国
一

致 によ るもの とす べ きであると い う ,
フ ラ ン ス による事実上

の 拒否権要求に対 して は ,
移行 の た め の 条件設定は認め るが, 決定は多

数決とすると い う形で妥協する こと になるだろうとされ て い た ｡ ま た フ

ラ ン ス は輸出補助金と特別輸入課税の 当面の 維持を求め て い るが ,
こ れ
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に つ い てもある程度は仕方がな い
,
と い う の が ス パ

ー ク の 判断で あ っ た ｡

社会政策に つ い て の
, 男女平等賃金, 労働時間

･

時間外労働手当
･

有給

休暇の統
一

と い っ た フ ラ ン ス の 要求に つ い て は
,
どの ような形で合意形

成を目指すの かに つ い て は触れ られ て い なか っ た｡ フ ラ ン ス の 求め る特

別要求の 原因は, フ ラ ン の過大評価にあり
,
通貨切り下げな しで は根本

的な解決は不可能で あると いう の が ス パ ー ク の 結論で あ っ た ｡ また海外

領土の 扱 い に つ い て もス パ ー ク は言及を避けて い た
( 28'

｡

6 カ 国外相会談終了後直ちに, イ ギ リ ス政府は ,
フ ラ ン ス ･ ベ ル ギ ー ･

ドイ ツ の 各政府か ら会談の 内容と成果に つ い て の 情報収集に努め た｡ 得

られた情報は会議の 成果に つ い て時に矛盾する内容を含むもの であり,

会議を成功と とらえる べ きか
,
失敗とと らえる べ きか

,
イ ギ リ ス 政府と

して は判断に苦 しむもの で あ っ た ｡ 事実と して
一

定の 成果が得 られた こ

とは確認された
一

方 で
,
フ ラ ン ス の 要求がなお問題とな っ て い る こ とも

再確認された ｡ た だ し同時に 1 0 月末か ら1 1 月 上旬にかけて交渉進展の

ため の 仏独閣僚 ･ 首脳 レ ベ ル で の 二 国間会談が お こなわれ, そ の 後モ レ,

ピ ノ ー

,
フ ォ

ー ル が ブラ ッ セ ルを訪れ協議をお こなう予定である こ とも

イ ギリ ス には伝えられ て おり, 首脳 レ ベ ル で の早期の事態の 打開が 意図

され て い る こ ともイギ リ ス 政府は認識 して い たはずである
` 2 9)

｡

共 同市場交渉に関して こ の 時点でイギリ ス 政府が最も関心を抱 い て い

た の は海外領土包含がなされるか否か で あ っ た ｡ こ の 点に つ い て 外相会

議と 同じ日 に パ リで ス パ ー ク と会談 した ソ - ニ ク ロ フ ト は
,
コ モ ン ウ ェ

ル ス 諸国の 大半は植民地は自由貿易地帯か ら除外される こ とを望ん で い

ると して
, 自由貿易地帯と共同市場の 間で の 制度の混乱を招くこ と の な

い ように, 6 カ 国が こ の 点に つ い て早期に結論を下さな い ように要請し

て い た ｡ こ れ に対して ス パ ー ク は海外領土問題に つ い て はまだ結論は出

て い な い と説明して い た｡ しか し
,
外相会議終了直後, 駐仏イギ リ ス大

使館員と会談した フ ラ ン ス 外務省経済問題局長ウ オ ル ム ゼ ル ( 0 1i v i e r

( 1 0 1)
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w o r m s e r) は , フ ラ ン ス は, 政治的理由に加え, フ ラ ン ス 植民地 にと っ

て の 輸出市場と植民地開発資本を確保すると い う経済的目的にも基づ い

て 海外領土包含を要求して い ると明言 して い た ｡ こ れ らの 情報か らイ ギ

リ ス政府は ,
6 カ 国側が何らか の 形 で海外領土包含を共同市場条約に盛

り込むであろうと推測して い た ｡ しか し, その 具体的形態が定か でな い

上 に, 自由貿易地帯構想その もの がなお政府内で正式決定を得たもの で

な い こ ともあり, 決定をで きるだ け延期 して ほ し い と い う以上 の 要求を

お こ なう こと は で きなか っ た
(3 0)

｡

1 0 月末か ら 11 月初め, 6 カ 国間 の交渉が大きな山場にさ しかか ると

同時に ,
ス エ ズ危機もまた頂点に達 しようと して い た ｡ 1 0 月 24 日 の演

説の 中で モ レ は, ス エ ズ危機により
｢ ヨ ー ロ ッ パ の 建設｣ の必要性はさ

らに増大したと述 べ , 独仏間の ザ
ー

ル 問題解決に言及した上 で , 今後 ア

デナウ ア ー お よ び ス パ ー ク と の 会談で 共同市場に つ い ても意見の 相違が

取り除かれ る こ とを期待すると語 っ て い た ｡ 同時に モ レ は, 経済統合に

はそれ に付随する政治的
･ 軍事的協調も必要で あり, W E U 理事会の 会

合をより頃繁に開催し, 英独仏間の政治的協力を促進す べ きであるとも

述 べ て おり, こ の 時点で フ ラ ン ス は, 6 カ 国 とイ ギリ ス 双方に対し て ,

( イ ギ リ ス政府か ら見て) 均衡の とれた協力関係を求め て い るか の よう

に思われ た
√31)

｡

しか し, 1 0 月 29 日 の イ ス ラ エ ル軍侵攻 ,
31 日 の 英仏軍による空爆開

始, 11 月 5 日 の 英仏地上 軍投入と いう形で進行した軍事行動は , 合衆国

か ら の 強 い 圧力と ,
コ モ ン ウ ェ ル ス の 大半も含む国際的批判にイ

- デ ン

が屈 した こ とにより, 1 1 月 6 日 に早くも停戦に至 っ た｡ 明確な史料的根

拠はな い が , 大方の 見方で は ,
こ の イ ギリ ス の対応 - の失望が モ レ政権

側に存在した英仏間の親密な政治的協力 - の熱意を失わせ , 独仏協力優

先 - の 姿勢変更を導 い た とされ る ｡ イ - デ ン が停戦を指示 した 同じ 11

月 6 R ,
ア デ ナ ウ ア

ー と モ レ の 首脳会談にお い て , 共同市場交渉におけ

(102)
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る対立打開の_L で大きな前進が得られ ,
こ の後 , 6 カ 国間の 合意形成は

イ ギリ ス が想定して い たより早 い ペ ー ス で進ん で い っ た の で ある
(32)

｡

6

1 0 月中旬, 大蔵省t 商務省内で は ,
P l a n G の 正式採用 に向けての 日程

案の 協議が進行して い た ｡ 1 0 月半ば の 段階で マ ク ミ ラ ン は, 11 月 1 日

には O E E C で 自由貿易地帯形成の ため の 交渉に入る許可を得た い と述

べ て おり
,
い っ た ん は

,
大蔵

･

商務官僚 レ ベ ル で ,
1 1 月 1 日 閣議決定

,

6 日議会で の発表と い う日程が合意されて い た｡ 6 カ 国側 の 決定が自由

貿易地帯を困難にする こ とを回避するため にも急ぐ必要が あると い う認

識であ っ た ｡ しか し
,
1 0 月下旬になり, ソ - ニ ク ロ フ トは , 早期決定に

こだわりす ぎれ ば産業界か ら の 合意獲得が不充分になる可能性があると

主張し, 必ず しも,
1 1 月 1 日 の 閣議決定には こだ わらな い と い う ことが

確認され た
( 33 '

｡

10 月 下旬には , 月末 の提出を目指 して 閣議覚書の 作成が大蔵, 商務両

省により開始された ｡ 正式決定と その 対外的公表の 日取りと方法に つ い

て はぎりぎりまで 議論が あ っ たが
,
ス エ ズ危機の 最中と いう ことも手伝

い
, 当初 の 予定の 順延が避けられな い 事態とな っ た｡ 11 月 6 日議会で発

衣, 1 1 月 15 日 マ ク ミ ラ ン が O E E C 閣僚理事会で演説 ,
1 2 月 3 1 日ま で

に O E E C 第1 7 作業部会が報告提出, その 後イギリ ス政府か ら詳細な提

案を O E E C に提出し
,
1 月 か 2 月 に再度 O E E C 閣僚理事会を開催 して

イ ギリ ス提案を検討
,
その 後本格的交渉を開始した い と い う のが ,

マ ク

ミ ラ ン の 希望であ っ た ｡ 結局, 1 0 月 3 0 日付 で 閣議に提出された蔵相 ･

南柏連名の覚書は
,
進行中の 産業界労使双方およ び関係各国政府との協

議の結果は満足の ゆくもの で あると した上 で ,
1 1 月 1 9 日 開始の 週に議

会で政府方針を公表した い と提案して い た
':}4 )

｡
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ス エ ズ で の 軍事行動開始直後の 時点で クラ ー ク は, 駐米大使か ら新た

に大蔵次官に就任 して い た メ イ キ ンズ に対 して ,
ス エ ズ の 影響は少なく

とも経済的なもの に関して は長期的なもの であり, Pl a n G に つ い て の 政

府決定は, ス エ ズ とは無関係 にお こ なう べ きで ある と提言 して い た ｡

P la n G は ｢ 事実上 の ヨ
ー ロ ッ パ の リ ー ダ ー シ ッ プ確保の ため の 試み｣ で

あり, そ の発表時期と して ,
1 1 月下旬が適切か どうかは不明で あるが ,

特定の 時期に限る べ き切迫した理由はな い , 決定と発表の 時期に つ い て

は蔵相の 意思で 自由に決定す べ きで あろう, と い うの が彼 の 見解で あ っ

た
`35 )

｡ しか し マ ク ミ ラ ン の 意思は明らか に ス エ ズ の 危機の頂点を自由貿

易地帯構想採用の 好機と見なした ようで ある｡

11 月 6 日イ
-

デ ンが停戦を命 じた日 に, 閣議に対して蔵相 ･ 商相連名

で ｢ ヨ ー

ロ ッ パ と の 相互 的自由貿易地帯｣ と題する覚書が提出され た｡

そ の 内容は , 1 0 月 3 日 の 記者会見以 降の 内外の 自由貿易地帯構想 へ の 反

応を要約し, 正式な閣議決定と交渉開始の 許可を求め るもの であ っ た｡

国内世論の 反応は極めて 好意的であると要約された ｡ 産業界の 見解には

対立が あるが
,
打撃を受ける業界にお い ても支持はあり, F BI に よ る調

査の 結果過半数が自由貿易地帯を支持 して い ると いう こ とが 強調さ れ

た ｡ ま た T U C の 反応は慎重 で はあるが非好意的で はな い とされた
( 36)

｡

国外に つ い て
,
ヨ ー ロ ッ パ 諸国か らは相当の 支持が示された とされ ,

合

衆国に関して は
,
1 0 月末の ア イ ゼ ン ハ ワ ー 選挙演説が歓迎の 意思の 証左

とされ て い た
`3 7)

｡ コ モ ン ウ ェ ル ス に つ い て は
,
オ ー

ス トラリ ア と の 通商

協定改正交渉はすで に合意に達 し, ニ ュ
ー ジ ー

ラ ン ドからも支持が得ら

れて い た｡ 南 ア フ リ カはイギ リ ス市場 に特恵を適用される工業製品輸出

をして お らず影響はなく, イ ン ドと パ キ ス タ ン の 繊維製品輸出に つ い て

は
, 問題は関税よりも西 ヨ

ー ロ ッ パ全域で の 数量規制にあり
,
自由貿易

地帯形成によりむ しろより充分な対応が可能になると され て い た ｡ カ ナ

ダに つ い て もまた
,
問題は関税より対 ドル 地域数量規制で あり, G A T T

(1 0 4)
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に お い て こ の 点 で の 自由化が継続され る限り支持 は得られると された｡

植民地に つ い て は
,
フ ラ ン ス による自国植民地の 共同市場包含要求が ,

将来的に問題となる可能性があるが , 交渉過程で イギリ ス植民地の 利益

を守る こと は充分可能で あると され た
(3 8)

｡

こ う した説明の後 ,
マ ク ミ ラ ン と ソ - ニ ク ロ フ ト は, ｢ こ れまで の 内外

の 反応は Pl a n G の 採用を正当化するもの だと考える｣ と述 べ , 1 1 月 1 9

R に始まる週に議会で 公表し, そ の 後交渉を開始する許可を求めた ｡ 交

渉は, O E E C 作業部会報告の 提出後, 5 7 年初め に開催 される O E E C 閣

僚理事会で開始され ,
1 8 ケ 月 か ら 2 4 ケ月 の 交渉期間を経て , 最速の 場合

,

自由貿易地帯は 5 8 年末に機能を開始 し, 70 年代初め には, 自由貿易地

帯が完成するであろうとされて い た ｡ こ れ は国内産業界が適応するには

充分な時間的余裕であるとされ た｡ また交渉過程で は
,
農業製品の 除外

が最大の 問題となる であろうが
,
こ の 点でも最終的に同意が得られ る で

あろうと楽観的観測が述 べ られ て い た｡ 交渉成功の ため に最も重要なこ

と は
,
フ ラ ン ス に対 して強力な圧力を行使するこ とをため らわず, 他 の

ヨ
ー

ロ ッ パ 諸国にもそ の 覚悟をさせ る こ と であるとされ て い た
(39 )

｡

1 1 月 1 3 日 , 首相イ - デ ン の 欠席 した閣議で , こ の 覚書に基づ き マ ク

ミ ラ ン から , 内外 の協議の結果, P la n G に は充分な支持が得られたと報

告され た｡ マ ク ミ ラ ン は
,
ス エ ズ危機後の ヨ

ー ロ ッ パ に お ける緊密な経

済協力推進にイギリ ス が建設的役割を果たす こと は, 西 ヨ
ー ロ ッ パ の 連

帯維持 に役立 つ であろうとも述 べ ,
ス エ ズ による失点をキ ャ ン セ ル する

もの と し て の 対 ヨ
ー ロ ッ パ イ ニ シ ア チブ の 有効性を示唆 して い た｡ 議請

にお い て 司会を務め た バ トラ
ー

の み はなお , 交渉過程で大陸の 低関税国

と農業国か ら の圧 力に抗 してイギ リ ス提案の ままで 合意が得 られ るか ど

うか は疑念が残ると の 意見を述 べ て い た ｡ しか し ヒ ュ - ム ももはや反対

せず, 枢密院議長ソ
ー

ル ズ ベ リ も, ｢ 多少, ヨ ー ロ ッ パ の 方を向く｣ (
`

t u r n

a lit tle t o w a r d s E u r o p e
'

) の も良かろうと述 べ た ｡ 閣僚達は議会で の 超

(10 5)
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党派的支持を条件に蔵相
･ 商相 の提案を支持するこ とで合意し, 翌 週の

閣議で さ らに検討はお こ なうが ,
原則と して Pl a n G 採用を決定 し, ll

月 2 6 日 の 下院で 自由貿易地帯加入の ため の 交渉開始の 許可を求め るち

の とされ た
''10
1

｡

翌 週 20 日 の 閣議では 1 3 日 に欠席 した植民相 レ ノ ッ ク ス - ポ イ ドが
,

イ ギリ ス 市場 へ の イギ リ ス植民地か ら の 輸出保護の た め, 6 カ 国 の海外

領土は共同市場か ら排除される べ き で あると の希望を表明しただ けで ,

1 3 日 の 閣議決定が追認された
` 11)

.

13 日 閣議で の マ ク ミ ラ ン の 発言に ス エ ズ の 影響 に つ い て の 暖味な言

及がある こ とを除けば , 閣僚達が ス エ ズと自由貿易地帯構想の採用を直

接結び つ けて判断したと いう積極的証拠は乏し い ｡ た だ , 議論 の過程で
t

多く の 閣僚が超党派的な支持の 必要性を強調した こ と は, ス エ ズ によ っ

て 大きく分裂した保守党内の 意見や より幅広 い 国民世論全体を統
一

させ

る新たな目標と して 自由貿易地帯構想が ふ さ わ し い と の 認識が あ っ た と

判断するこ と は可能で あろう｡ また最終的な閣議決定の なされた 11 月

2 0 日 の 閣議は マ ク ミ ラ ン が 閣僚達に対 して ,
1 1 月中 の 金 ドル 備蓄の 喪

失は 3 億ポ ン ドにも上 る であろうと告げ, ス エ ズが もたら したポ ン ド ヘ

の 大きな打撃を強く警告し, 当面は合衆国に頼るこ となく こ の危機に対

処する必要があると指摘 した場で もあ っ た
' 12)

｡ こ の 蔵相か らの 警告は ,

同 じ蔵相が積極的に推薦する経済面で の 新たなイ ニ シ ア チブ の 魅力を増

大 した可能性もある｡ ま た ,
1 1 月 6 日付蔵相

･

商相連名覚書 に つ い て の

外相 ロ イ ド - の ブ リ
ー

フ で 相互援助局長 エ ツ デ ン は, ｢ 現在 の 国際的状

況下にお い ては ヨ
ー ロ ッ パ に お ける連合王 国のイ ニ シ ア チ ブは極め て 時

宜を得たもの で あると外相も判断される であろう｣ と述 べ て い た が ,
こ

れ が ス エ ズを念頭にお い た指摘である こと は明らか であろう
り二王'

｡

中 ･ 長期的には ス エ ズがイ ギリ ス の ヨ
ー

ロ ッ パ と の 関係に与えた影響

を判断する の は難し い ｡ ス エ ズ危機中に冷却化した英米関係の 回復は,

(1 0 6)
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57 年 以降 マ ク ミ ラ ン政権下で 第
一

の 外交目標と して 位置づ けられ ,
実際

に成 し遂げられ, そ の 後も高 い優先順位を与えられ続けた ｡ こ れ は折 々

に
,
ヨ

ー

ロ ッ パ 側にイギ リ ス の ヨ ー ロ ッ パ に対する コ ミ ッ ト メ ン トの 誠

実さに つ い て疑念を生じさせ ると い う結果をもたら した ｡ そ の 意味で は

中 ･ 長期的には, ある い は少なくと も マ ク ミ ラ ン政権の 存続期間に限 っ

て は, ス エ ズ がイギリ ス と ヨ ー ロ ッ パ の接近を逆に阻害したと い う評価

も可能になるかもしれな い ｡ また ス エ ズ が大陸側, 特 に フ ラ ン ス と ドイ

ツ の共同市場 へ の コ ミ ッ ト メ ン トに与えた影響も当然無視で きな い し,

こ れ もまた短期的な視点と 中 ･ 長期的な視点で異な っ た分析が必要であ

ろ う｡ ある程度確実に言えるの は , 56 年 11 月時点と い う極め て短か い

期間に限定する限りは ,
ス エ ズ危機は, Pl a n G の 採用を後押 しする効果

をもた ら した可能性が相当程度ある, と い う こ と で あろう
ト1/1 '

｡

7

こ う して ,
55 年末以降 6 カ 国 の共同市場構想に

｢ 対抗｣ するもの と し

て検討が 開始さ れたイ ギリ ス政府の ヨ
ー ロ ッ パ 経済協力にお ける新たな

イ ニ シ ア チブ は, 1 年近 い 検討期間を経て , 正式な政策と して 採用され

た ｡ 自由貿易地帯構想は , 決 して 共同市場構想を妨害するためで はなく,

共同市場が形成された場合 には, それ によ っ てもた らされ るイ ギリ ス へ

の 経済的 ･ 政治的打撃を回避するため に, そ して 共同市場が形成されな

か っ た場合に は, そ の結果生 じる ヨ
ー

ロ ッ パ の 混乱を回避するために ,

イ ギリ ス が可能と考える最大限の ヨ
ー

ロ ッ パ ヘ の 経済的接近を実現する

もの と し て 考案された｡

しか し
,
その 過程で優先的に配慮が求められた の は, 国内農業の保護

や コ モ ン ウ ェ ル ス と の 関係の 維持と い っ た, 大陸諸国側か ら見れば, 純

粋にイギ リ ス だ けに関わる事情であ っ た ｡ そ して 政府内の 議論の過程 で

(1 0 7)
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は, 自由貿易地帯構想の提案その もの が , 共同市場交渉の 行方に与える

影響に つ い て はほとん ど検討され る こ とはなか っ た ｡ 8 月 の段階で駐仏

大使 ジ ュ ッ ブ は, 自由貿易地帯構想は共同市場にかわ る代替選択肢と し

て とらえられ
,
共同市場 - の 支持を弱めるもの と して フ ラ ン ス 国内の共

同市場推進派か ら批判を受ける危険が あると指摘 して い た ｡ しか し大陸

にお い て 自由貿易地帯をも っ て 共同市場にと っ て かえようと いう声が 出

る可能性を指摘するもの はイギリ ス 政府内に は存在 して い なか っ た
`4 5)

｡

ま たイ ギリ ス 政府は ,
1 0 月 の 6 カ 国外相会談, 1 1 月 6 日 の 独仏首脳会談

に つ い て
,
1 1 月 1 7 日 に は ベ ル ギ

ー

政府を通じて極秘に合意内容に つ い

て の 情報を入手して おり, 6 カ 国の 交渉が当面は順調に進展して い る こ

とを認識 して い た
(46)

｡

しか し, 11 月上 旬か ら中旬, pl a n G 採用 の 最終的決定がお こ なわれよ

うと し て い た時期に, ドイ ツ お よび フ ラ ン ス 国内で , 制約 の 多 い 共同市

場 に反対し, 自由貿易地帯の み の成立を望む声が現れて い ると いう報告

がイギ リ ス政府に届き, E S ( E I) 小委員会で こ の 情報に照ら して , 共同

市場抜きで自由貿易地帯の みが成立する こ とがイギリ ス にと っ て望まし

い か否か と い う問題が急 ぎ検討される こと にな っ た
ト17)

｡

11 月 8 日 か ら 22 日 にか けお こなわれた E S ( E I) 小委員会で の 議論 で

は
, 純粋に経済的な見地か ら見れ ば, 自由貿易地帯の みが成立 した場合,

コ モ ン ウ ェ ル ス 産農産物 に対 して の 共通域外関税によ る差別が な い の

で
, 若干の 利益があるとされたが ,

政治的な不利益はそれを上回るとさ

れた｡ イ ギ リ ス の提案が共同市場の代替物と して提示され て い ると解釈

される こと は
,
ヨ ー ロ ッ パ と ア メ リ カ の 双方か ら強 い 反発を招き, 結果

的には自由貿易地帯と共同市場の 双方の 失敗を招く危険が あり, 共同市

場が自由貿易地帯の 不可欠の前提と し て存在す べ きで あると いう の が官

僚達の 見解であ っ た ｡ またイ ギリ ス 産業界には, 共同市場の成立を前提

と し て
,
大陸諸国に対する保護の 喪失を正当化 して きた以上 ,

自由貿易
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地帯の みが形成され る こ とは国内政治的にも望ましくな い と され た
''48
-

｡

こ う した検討に基づ き, 1 1 月末, E S ( E I) 小委員会は, 閣僚達に対 し

て
, 今後も自由貿易地帯構想は 6 カ 国の 共同市場を前提とするもの であ

ると主張 し, 二 つ の プ ロ ジ ェ ク トの 交渉が並行 して進行する こ とを目指

す べ き で あると勧告 した
(4 9)

｡ こ れ はすなわち, 自由貿易地帯形成の ため

の O E E C で の 交渉が共同市場形成の ため の 6 カ 国の 交渉を妨害して は

ならな い こ と , そ し て 6 カ 国側, 特 に フ ラ ン ス が ,
共同市場の メ カ ニ ズ

ム を前提と して , 自由貿易地帯の メ カ ニ ズ ム はそれ に適合す べ きである

と要求 した場合に, イ ギリ ス は強く抵抗で きな い こ とを意味し, 結果的

に
,
交渉過程 で大きな困難をイ ギリ ス 側に強 い る こ とにな っ た｡

8

1 1 月 2 6 日 ,
下院にお い て マ ク ミラ ンにより自由貿易地帯構想は正式

に政府提案と して公表され た｡ 2 3 日 , イ
- デ ン は病気療養の ため ジ ャ マ

イカ に飛び立 っ ており, 議会にお い ては ス エ ズ の混乱は い まだ渦巻 い て

い た が ( イギ リ ス 政府が無条件での 完全撤退を受け入れ る の は 1 1 月 30

日 で ある) , 事前 の周到な根回しの 結果, 与野党双方の支持を受け, 政府

提案は了承され た｡ 審議の 中 ソ
- ニ ク ロ フ ト は, ｢ 2 億 5 00 0 万人の 市場

が我が 国の 輸出業者に与える機会｣ を強調すると ともに ,

｢
我 が国の 主要

な競争相手で ある西 ドイ ツ に支配された ヨ
ー ロ ッ パ の ブ ロ ッ ク の 外にと

どまる危険｣ を訴えた ｡ 影 の 蔵相ウ イ ル ソ ンも, 政府提案が共同市場の

イギリ ス 経済に与える脅威 へ の 対応策と して の条件を満たすもの である

と認めた
` 50)

｡

1 1 月 2 9 日 に は マ ク ミ ラ ン は 6 カ 国お よび他の O E E C 諸国 の 蔵相ち

しくは外相に書簡を送り, イ ギリ ス 政府が O E E C で の 部分的自由貿易

地帯交渉開始を求め る決定をお こ な っ た と正式 に通知 し, 1 2 月 末 の

(10 9)
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O E E C 第1 7 作業部会報告完成をま っ て, 1 月 には O E E C 理事会を開催

して そ の 後 の手順を決定 した い と伝えた ｡ 書簡 の 中 で は
,
食料 ･ 農業製

品の 除外は交渉に当た っ て の 絶対条件 であるが, ヨ ー ロ ッ パ お よ び世界

規模での 農産物貿易拡大の ため の 実際的手段に つ い て の 協力は今後も継

続すると述 べ られ て い た ｡ ま た 6 カ 国宛 の 書簡にお い て は, 自由貿易地

帯と共同市場 の 間で 関税お よび数量規制削減に つ い て 最大限共通の 規定

を定める ことが極め て 重要であると され ,
6 カ 国側が

一

方的に独自の手

続きを定めそれ によ っ て自由貿易地帯の機能が妨げられ る こ とがあ っ て

はならな い と指摘されて い た｡ さ ら に, 特 に緊急性の 高 い 要請と して ,

共同市場諸国が海外領土をどの ように扱うの か , そ してそれ は自由貿易

地帯と どう い う関係を持 つ の か と い う点に つ い て , 早期に官僚 レ ベ ル で

協議をお こ な い ,
1 月半ばまで には O E E C に対 して報告す べ きで ある

とされ て い た
し5- )

｡

海外領土 問題に つ い て イギリ ス政府は, 1 1 月 1 6 日 の 6 カ 国間交渉 で

示された フ ラ ン ス ･ ベ ル ギ
ー

両政府によ る共同報告書お よびそれ に基 づ

く海外領土の共同市場 - の 包含を求める提案内容を1 1 月 1 7 日 に は入手

して い た
( 52)

｡ 2 2 日 の E S ( EI) 小委員会で
,
こ の 提案はイギ

1) ス に と っ

て は不利益で あると判断され, 6 カ 国側にイ ギリ ス と の 協議なしで決定

をお こなわせ る べ きで はな い と確認され て い た
( 53)

｡
一

方 , 1 1 月 2 4 日 に

は駐 ロ
ー

マ 大使館から , イ タ リ ア 外務省経済局長の 談話と して, 共同市

場条約は早けれ ば 1 月 には完成する予定で あると の情報がもたらされ て

おり, O E E C で の 実質的審議が 2 月以 降で な い と 開始で きな い 以 上

6 カ 国と の 間で早期に共同市場と自由貿易地帯の 擦り合わせをお こなう

必要があると認識された の で ある
(5`-)
｡

マ ク ミ ラ ン の 書簡に対する 6 カ 国側 の 非公式な反応は, 海外領土 問題

に つ い て の 官僚 レ ベ ル協議 に つ い て は前向きに検討するが
, 共同市場条

約の 速やか な調印が優先され る べ きで あり, 自由貿易地帯との 整合性確

(110)
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保 の た め の 決定延期な い しは共同巾場条約 へ の 修正に応 じる可能性は低

い と い うもの であ っ た｡ また農業除外に つ い て は フ ラ ン ス とイ タリ ア か

ら不満が表明され た
■55 '

｡

6 カ 国側 の こうした共同市場条約優先の 姿勢は 1 2 月初め ,
O E E C 第

1 7 作業部会代表と ブラ ッ セ ル の 6 カ 国交渉団代表との 会合の 場 で明確

に示され , さ ら に ス パ
ー

ク によ っ てもイギ リ ス 政府には っ きりと告げら

れた ｡

1 0 月 以 降, O E E C 作業部会は共同市場を包含する自由貿易地帯に つ

い て の 技術的検討をお こ な っ て い た が , そ こ で は主に農業除外の 問題,

共通城外関税の 不在による迂回貿易 ( 自由貿易地帯内に属する村域外関

税の低 い 国を通 じて輸入された安価な産品が高関税国に流入する問題)

を回避するため の 原産地認定ル ー ル ( どの ような基準で , 特定の 産品が

自由貿易地帯内で 生産され たと判断するの か) t 労働 コ ス トの 違 い か ら

来る域内諸国の競争力の差を緩和するため の 社会政策の 調整問題, 国際

収支上 の 理由から の 例外条項の 発動条件, O E E C 域内の 経済発展度の 低

い 国々 ( ポ ル トガ ル , ギ リ シ ャ , ト ル コ , ア イ ル ラ ン ド, ア イ ス ラ ン ド

な ど) の 扱 い と い っ た 問題が検討され て い た ｡ 報告草案は 11 月
ー卜旬に

は起草され は じめており, イ ギ リ ス 政府は ,
そ の結論と し て , 様 々な技

術的問題に つ い て は将来的に解決が可能で あり, 自由貿易地帯形成は原

則的に可能であると強調する ことを求めて い た
( I-'6 1
｡

1 2 月 7 日 ,
O E E C 作業部会代表と 6 カ 国代表団の 両組織の 会合が双

方の 委員長を兼ねるス ノイ により, ブ ラ ッ セ ル に招集され た｡ そ の 場で

ス ノ イ は, 過去 3 週間に 6 カ 国の協議は大きく進展 し, 関税削減の 方法

と時期 ･ 例外条項 ･ 社会政策の調整 ･ 運営機構な ど多くの 点で合意が得

られ た こ と
,
農業貿易に つ い て はなお合意は成立して い な い が , 条約は

完成に近 づ い て い る こ と ,
植民地問題に つ い て の 官僚 レ ベ ル で のイギリ

ス と 6 カ 国協議の 開催に 6 カ 国外相会議は同意して い ると い っ た こ とを

(11 1)
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明らかに した｡ その 上 で ス ノ イは ,
6 カ 国側は 1 月末まで に共同市場条

約の完成を目指 しており, 完成後の 条約条項 へ の修正要求は, 6 カ 国内

部か らであ っ て も
一

切受け付けられな い と告げた ｡ O E E C 作業部会イ

ギリ ス代表と して 参加したブ レザ ー ト ン は こ れ に対 して
,
共同市場条約

と自由貿易地帯との 間で は共通であるこ とが望ま し い 規則が多数あり,

6 カ 国の 合意事項を既成事実と して 提示されて も受け入れ られな い と強

く抗議 した ｡ しか しス ノ イ は独仏の 現政権存続中の調印が不可欠である

と述 べ て い た ｡ 翌 日 ブラ ッ セ ル駐在イギ リ ス 大使と面会 した ス パ
ー ク

ち
,
条約調印が遅れれば

,
独仏に現時点で存在する好意的姿勢が失われ

批准が困難になると し て , 1 月 1 5 日まで に共同市場条約を調印する必

要があると述 べ た ｡ した が っ て, 6 カ 国側と して は ,
O E E C で の 自由貿

易地帯の交渉日程に つ い て イ ギリ ス の 都合に合わせ る こ とは不可能であ

ると ス パ ー ク は述 べ たが同時に, 1 月 には訪英 して イ ギリ ス 側と対応を

協議した い と の 意向も示 した
` 57)

｡

こ の 6 カ 国側 の 姿勢に対 して ブ レザ
ー

ト ン は, ス パ
ー ク の 訪英提案は

受け入れ る べ き で あるが ,
1 月 の O E E C 閣僚理事会で自由貿易地帯交

渉開始 に つ い て の 原則的合意が獲得された後で の 共同市場条約修正は不

可欠で ある述 べ た ｡ しか し外務省, 大蔵省と もに, 6 カ 国 の動きを遅ら

せ
, 結果的に共同市場が失敗すれ ば, イ ギ リ ス が批判を受ける こと にな

ると して ,
6 カ 国が できるだけ柔軟性を維持するこ とを期待すると告げ

るしか な い と の判断を示 した
(58)

｡

1 2 月 1 3 日 パ リ の イ ギ リ ス O E E C 駐在代表部で ス パ ー ク と 会談 した

マ ク ミ ラ ン は ,
ス パ

ー ク の 1 月訪英を歓迎すると ともに
,
共同市場条約

の 文言に, 自由貿易地帯と の協議の 余地を残すような柔軟性を盛り込ん

で ほ し い と の 要望を伝えた ｡ ス パ
ー ク は こ の 発言に特に異論は唱えな

か っ た ｡ 条約草案に つ い て ス パ
ー

ク はなお , 海外領土
, 農業,

共通城外

関税の 三点が未解決で あると述 べ , 依然 フ ラ ン ス の 姿勢が問題と な っ て

(11 2)
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い る と指摘 した｡ こ の 会談で マ ク ミ ラ ン は
,
当初 のイ ギリ ス 政府提案と

は異なり
,
1 月 で はなく, 2 月初め に O E E C 閣僚理事会を開催 して第

1 7 作業部会の報告書を検討すると ともに
,
自由貿易地帯形成の ため の 交

渉開始の 合意を得た い と ス パ
ー ク に伝えた

`5 9)

｡ 翌週 マ ク ミ ラ ン は改め て

ス パ ー ク に書簡を送り, 共同市場と自由貿易地帯が 同じ規定を採用せ ざ

るを得な い 部分は, 具体的には, 関税
･

数量規制削減の 時期と方法, 例

外条項, 国際収支上の 問題によ る数量規制の 導入, 原産地認定方法と い っ

た点で あり, 共同市場条約が自由貿易地帯交渉開始前に調印される の は

好ましくな い と伝えた｡ 共同市場条約の早期調印がもた らす政治的利点

はイギ リ ス 政府と し て も強く認識 して い るが, 自由貿易地帯交渉開始に

当たり, 他 の O E E C 諸国が ,
6 カ 国が制定 した規則をその まま受け入れ

ると考えるの は非現実的で あり, 充分な
｢
柔軟性｣ を共同市場条約に盛

り込む こ とが不可欠で あると い う の が マ ク ミ ラ ン の 要請で あ っ た｡ その

ため にも, 2 月 の O E E C 閣僚理事会前にイギリ ス と 6 カ 国側とで予備

的協議をお こ な い た い と マ ク ミ ラ ン は要望 し, こ れ に対 して ス パ
ー ク は

,

全体と して提案には賛同すると述べ た ｡ さ らに ス パ
ー ク は

, 共同市場条

約調印は, や はり 2 月中旬まで は困難であろうとも述 べ ,
イ ギリ ス が交

渉開始まで にある程度の 時間的余裕を確保で きる可能性が高ま っ た
(60)

｡

12 月 2 6 日 O E E C 第 1 7 作業部会最終報告が完成し, 1 月 8 日 に提出

される こ ととな っ た ｡ 報告書は , 6 カ 国 の共同市場を内包する自由貿易

地帯を O E E C 諸国が形成する こ とは技術的に可能で あると の結論を下

して い た ｡ しか し原産地認定方法 ･ 関税 の除去 ･ 数量規制の 除去 ･ 例外

条項
･

競争規則などと い っ た ,
自由貿易地帯と共同市場間で 同様の ある

い は矛盾 の な い 規則を採用するこ とが望ま し い とされ た問題 に つ い て,

何 ら具体的解決策は提示 してお らず, 農業貿易と O E E C 内の 発展途上

国の扱 い に つ い て は , 別途閣僚理事会によ る判断が必要で あると述 べ て

い た
(6-)

｡
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論 説

外務省内には O E E C 作業部会報告書の 結論は楽観的に過 ぎるの で は

な い かと の懸念もあ っ たが
,
それ は少数意見にと どま っ た ｡ しか し, こ

の 懸念は的中し
,
5 6 年末時点でイ ギリ ス 政府が考えて い た ,

1 月初めに

は海外領土 問題 に つ い て の 6 カ 国と の 事前協議を開始 し, 2 月 に は

O E E C で 正式な自由貿易地帯交渉を開始すると い う予定は, 5 7 年以 降

早期に修正が求め られ る ことにな っ た
(62 )

｡ そ して, その 後約 2 年間の交

渉過程で も, イ ギリ ス の 事前の 想定は様 々 な局面で裏切られ る こ と に

な っ た ｡

56 年初めか ら 5 6 年末まで に検討, 形成, 採用, そ して公表された ,

6 カ 国の 共同市場条約を内包する農業製品を除く O E E C 諸国による自

由貿易地帯と い う構想は , 当初は, ま だその 実現が危ぶ まれ て い た共同

市場が もた らしうる
一

般的な意味での イ ギリ ス に対する政治的 ･ 経済的

不利益を最小化するため に検討が 開始され た ｡ 共同市場が成功するの で

あればそれは政治的には西ドイ ツ の 大陸で の政治的優越
,
さ らには ア メ

リカ にと っ て の 同盟国イ ギリ ス の重要性の 減少と いう好ま しくな い可能

性をもた ら したであろう し, 経済的には大陸の 工業製品市場か ら の排除

と いう危険を意味して い た ｡

共同市場の 失敗 は経済的には大きな問題をもた らすとは考えられ な

か っ た が
,
政治的には E D C に引き続き 6 カ 国による統合の 試み が 二 度

まで も失敗するこ と にと もなう混乱はイ ギリ ス にも望ましくな い と考え

られた｡ しか し, 56 年末 の 時点で はすで に共同市場形成の 可能性は大き

く高ま っ て おり, 共同市場の存在により生 じる で あろう ヨ
ー

ロ ッ パ 域内

の 政治経済的地図の 変動 は極めて現実的な脅威と し てイ ギリ ス には認識

され つ つ あ っ た ｡ そ して ス エ ズ にともなう
一

時的な英米関係の 悪化は ,

大陸 へ の接近を好ま し い もの と し て い た し, ま た ア メ リ カ が支持する

ヨ
ー ロ ッ パ統合 へ の寄与は間接的には英米関係の 改善にも資するはずで

あ っ た ｡ で あるが ゆえに自由貿易地帯 によ る共同市場との協力関係形成

(114)



自由貿易地帯構想と イ ギ リ ス

は 立案当初に考えられた よりもは るか に現実的な価値 を有する政治目標

とな っ て い た ｡

しか し
,
Pl a n G の 基本的枠組みが 立案された 56 年夏まで の過程で は

そこまで の 危機感や重要性が政府内全体に共有されて い た訳ではなく,

そ の 結果, Pl a n G は , 主と して国内農業の保護と コ モ ン ウ ェ ル ス と の 連

帯の 維持と い う国内政治上 の制約を受け入れた上 で な い 限りは現実的な

政策提案と して浮上 する こ とは困難で あ っ た ｡ そ して農業製品の排除と

い う極め て 大きな制約を受け入れた上 で もなお多くの 閣僚か ら強 い 抵抗

を受けたの は これ まで 見た来た通りで ある ｡

こ れ は他 の ヨ
ー ロ ッ パ 諸国側か ら見るならば ,

露骨にイギ リ ス の 利益

を保護するため の 条件設定と見なされ ざるを得ず, イ ギリ ス によるイ ニ

シ ア チ ブと して は前例の な い ヨ
ー ロ ッ パ へ の 接近を実際に意味して い た

にもかか わ らず, 大陸諸国の 反応 は決して 熱狂的と は い えな い も の と

な っ た ｡

ス エ ズ危機はモ レ の英仏合同もしくはフ ラ ン ス の コ モ ン ウ ェ ル ス 加盟

提案に見られたよう に P la n G と は全く別の 文脈 で の ヨ
ー ロ ッ パ と の 協

力関係強化の 可能性を生み出 しは したが , 短期 間にそこ まで の ドラ ス

テ ィ ッ クな外交戦略の修正を受け入れ る こ とは現実的に不可能で あ っ

た ｡ ま た
,
フ ラ ン ス例 の 意図が ど こま で真剣 であ っ たかは今に至るも定

かで はな い ｡ その 意味で こ の 英仏合同提案の拒否を失われ た機会とみな

すの は困難で あろう｡ エ リ ソ ン は ,
モ レ提案を受け入れて い れば, イギ

リ ス は大陸諸国による統合枠組み に参加する こと は可能であ っ たと評し

て い るが ,
こ の 種 の議論は ,

イ ギリ スを含めた具体的な競合枠組みと し

て
, イ ギリ ス がそ こ へ の 参加を不可能と判断して い た共同市場以外に何

があ っ た の か ? と いう疑問に応えな い 以上 は無力で ある
( 63)

｡

イ
-

デ ン は 1 2 月末, 退陣直前に
｢
ス エ ズ の教訓｣ と いう文書を残 し,

そ の 中 で , ｢ -
- ･

こ れ ら の 考察か ら の 結論は ,
ス エ ズ の 経験に照ら して
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我々 は世界の 中で の 我が国の 地位と国内政治上 の 負担能力を見直す必要

が あると い う こ とである｡ ス エ ズ は我が国の地位 に変動を与えた と い う

よりもむ しろ実態をあか らさまにしたと い う べ きである｡ そう した見直

しの結果と し て我 々 は , 最も緊密な友人である こ とが期待される コ モ ン

ウ ェ ル ス とともに
,
ヨ ー ロ ッ パ と の 間でより緊密な協調を求めて い く べ

きとなる の かも しれな い が
,
こ の 点に つ い て も幻想は抱く べ きで はな い ｡

単 に現在我々 にそれが望ま し い か らと いう理由だ けで ヨ ー ロ ッ パ は我 々

を歓迎は しな い で あろう ｡ 我 々 が共に行動する こ とを望む相手に対 して

どれだ け影響力を行使で きるか は我々 か ら の ア プ ロ ー チ の 時期と
,
そ こ

に込める確信の 度合 い に決定され るだ ろう ｡ ｣ と 述 べ て い た
(64)

｡
エ リ ソ

ン は彼 の 後継者達が こ の提言を採用せ ず
,
英米関係再構築を最優先 し,

その結果, 対米従属的地位が強化され, ヨ ー ロ ッ パ ヘ の 接近がより困難

にな っ た こ と は損失で あると批判して い る
` 65)

｡ 確 か に こ の指摘自体は納

得で きるが ,
で は イギリ ス 政府内にそもそも真剣に ヨ

ー ロ ッ パ と協力す

る意図が存在し得たか どうかとなると どうだ ろうか ｡ Pl a n G の 立案
･

採

用の 過程で 官僚 ･ 閣僚を問わず
,
そ して Pl a n G を支持するか否かを問わ

ず, 広く共有され , 折 にふ れ言及され て い た の は
,
モ ネ

,
ベ イ ア ン

,
ス

パ ー ク
,
ア デ ナ ウ ア ー と い っ た連邦主義的統合を目指す大陸人たちを,

非現実的な理想主義者と して半ば軽蔑する姿勢でありt 統合を現実的な

目標と見なす立場 - の共感は見て とる こと は で きな い ｡ こ う した知的に

倣慢な姿勢の 中に
,
大陸諸国を説得できる ｢ 確信｣ が生まれ る可能性を

認め る の は
,
少なくとも 56 年末時点で は極め て 困難であ っ たと言わ ざ

るを得な い で あろう｡

注

(1) 事実 ,
1 0 月 2 日 , 駐仏大使ジ ュ ッ ブ は , フ ラ ン ス 国内で は , ワ シ ン ト ン 蔵相会

談に つ い て ,

コ モ ン ウ ェ ル ス 諸国 全体が 共同市場 に参加するか の ご とき 報道が あ

(11 6)
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り , 共同市場と自由貿易地帯 を混同 し
,
イ ギ リ ス の 意図が 6 カ 国に よ る統合を妨

害す る こ と にあ る と も され て お り ,
こ の 誤解 を解く た め に フ ラ ン ス メ デ ィ ア にあ

る程度 の 説 明 を お こ な い た い と 要請 し て い た ｡ T 2 3 4 / 21 3
, J e b b ( P a ris) t o N u t-

ti n g , 2 0 c t . 1 9 5 6 ,

(2) P R E M ll / 21 3 6
･
e x t r a c t f r o m th e m i n u t e s of G E N 5 5 1 / 3 r d m e e ti n g , 2 0 c t .

1 9 5 6 .) ｡ 翌 1 0 月 3 日 の 閣議で こ の 決定は 追認 さ れ た｡ C A B 1 2 8 / 30 , C M 6 8 (5 6)

1 0 ･ 3 0 c t ･ 1 95 6 ･
"

C o m m e r ci al P oli c y : c o n s ul ta ti o n s w ith C o m m o n w e al th R e p r e-

s e n t a ti v e s .

( 3) 報道機関 向け 声明は,
C A B 1 34 /1 2 4 0 , E S ( EI) ( 56) 5 0 , 4 th O c t . 1 9 56 . M a c mi l-

l a n
'

s p r e s s s t at e m e n t o n 3 0 c t . 1 9 5 6 . 記者会見 で の 質疑応 答 は,
B T l l /5 7 1 6

,
r e-

c o r d o f M a c m ill a n
'

s a n d T h o r n e y c r o ft
'

s p r e s s c o nf e r e n c e o n 3 0 c t . 1 9 5 6 .

(4) H a r old M a c mi ll a n . R id i n g th e S t o r m ( L o n d o n , M a c mi ll a n . 1 9 7 1) (h e r e aft e r

ci te d a s M a c m ill a n
,
R i di n g) , p . 8 5 .

(5) T 2 3 4 / 1 9 8
,
m i n u t e b y F r a n c e , 2 0 c t . 1 9 5 6 . B T l l / 5 71 6

,
2 0 c t . 1 9 5 6

,
P O M 7 3 0

,

r e c o r d o f m e e ti n g b e t w e e n T h o r n e y c r oft a n d th e B T offici al s .

( 6) F O 3 7 1 / 1 2 2 0 35 / M 6 1 1 / 2 4 9
,
M a c m ill a n to S p a a k , 3 0 c t . 1 9 56 . 駐 ベ ル ギ ー 大使 に

対 し て も,
マ ク ミ ラ ンの 書簡を手交する に あ たり,

ス パ ー ク に対 して は , 共同市

場 に つ い て ｢ 流 動性｣ を 保 つ こ と を 強 調す る よ う に と 訓 令が 与 え ら れ た｡

F O 3 7 1 / 1 2 2 0 35 / M 6 1 1 / 2 4 9 , W ri gh t t o S i r G e o r g e L a b o u c h e r e ( B r u s s el s) o n M a c-

m ill a n t o S p a a k a b o v e , 9 0 c t . 1 9 5 6 .

(7) F O 3 71 / 1 2 2 0 4 6 / M 61 2 / 1 1 0
,
B r u s s e l s t o F O

,
1 2 0 c t . 1 95 6 . F O 3 71 / 1 2 2 0 3 5 /

M 6 1 1 / 24 9
,
m i n u te b y E d d e n o n M a c m ill a n t o S p a a k o n 3 0 c t . 1 9 5 6 a b o v e , 1 2 0 c t .

1 9 5 6 . F O 3 71 /1 2 2 0 3 5 / M 6 1 1 / 24 9
,
F O t o N e w Y o r k ( D i x o n)

,
1 2 0 c t . 1 9 56 .

( 8) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 5 / M 61 1 / 2 4 9 , Di x o n ( N e w Y o rk ) to F O ,
1 4 0 ct . 1 9 5 6 . P R E M l l /

2 1 3 6 , イ ギ リ ス 政 府が 海外領土 の 共同市場 へ の 包含に 強い 懸念を示 した理 由は,

自国の 植民地 はそ の 輸出 の 大 半が 農業製品で あり, 農業を 除外する自由貿易地帯

へ の 包含は 困難 で あ る の に対 して , もし 6 カ 国の 海外領土が 共同市場経由で自由

貿易地帯に参加すれ ばイ ギ リ ス 植民 地 が 対英 ･ ヨ ー

ロ ッ パ 向 け輸出上差別を受 け

る と の 恐れ をい だ い て い た か らで あ る｡ P R E M l l / 2 1 3 6
,
F O t o B r u s s el s

,
1 6 0 c t .

1 9 5 6 , m e s s a g e f r o m M a c m ill a n t o S p a a k ,
B r u s s el s t o F O

,
1 7 0 c t . r e a c ti o n of

S p a a k t o M a c m ill a n
'

s m e s s a g e o n 1 6 0 c t . 1 9 5 6 . フ ラ ン ス 政府 の 共同市場 に つ い

て の 姿勢 は,
5 6 年 9 月の 段階 で 社会政策の 調和 な ど種 々 の 条件付 き で はあ る が

(11 7)
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基本的に共同市場参加と い う方針 が採用 さ れ て い た ｡ 俵田愛理
｢
フ ラ ン ス の ロ

ー

マ 条約受諾一対独競争の 視点か ら- ｣ 政i白樫済学
･ 経済史学会

『
歴 史と経済』 第

45 巻1 号 ,
1-1 7 頁 (2 0 0 2) ( 以 下 , 贋 田 ｢ ロ ー

マ 条約受諾｣) 参照 ｡ 海外領土 の 包

含問題に つ い て フ ラ ン ス 政府 はすで に 56 年5 月の 段階で 海外領土包含が共同市

場参加の 条件で あ ると の 方針 を内部で採用 して おり,
ベ ル ギ

ー

政 府と の 間で は 9

月末か ら 10 月 にか け て 両国間での 海外領 土包含 に つ い て の 基本合意が成立 して

い た ｡ 藤 田憲 ｢ 欧州経済共同体 へ の 海外領土 包摂交渉 に お け る フ ラ ン ス ー ベ ル

ギ ー ポ ジ シ ョ ン の
｢ 形成｣ -

｢ 欧州共同巾場と海外領土｣ に関する フ ラ ン スー ベ

ル ギ
ー 実務者協議- ｣ 字,古屋 大学大学院経済学研究科

『経済科学』 第52 巻 3 号 ,

1 1 7- 1 3 2 頁 (2 0 0 4 年1 2 月) 参照 ｡

(9) T 2 3 4 / 1 9 8 , G . F . R o d g e r s ( F O ) t o S pic e r ( T) , 1 9 0 c t . 1 9 5 6 , e n cl o si n g a d r aft

i n t el . T 2 3 4 / 1 9 9
,
F O i n tel . t o U K r e p r e s e n t a ti v e s ab r o a d ,

2 3 0 c t . 1 9 56 ･

(10) T 23 4 / 1 9 8 , B r u s s el s t o F O ,
1 3 0 c t . 1 9 5 6 . F O 3 71 / 1 2 2 0 3 6 / 28 0 , T a b o u r di n ( T h e

Ⅲa g u e) to F O ,
1 8 0 c t . 1 9 5 6 . F O 3 71 / 1 2 2 0 3 6 /2 8 3

,
Ⅲe n d e r s o n (L u x e m b o u r g) to

F O
,
1 8 0 ct . 1 9 5 6 .

(ll) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 6 / 2 89 , A s hl e y- C l a r k e ( R o m e) t o F O ,
1 9 0 c t . 1 9 56 .

(12) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 5 / 2 69
, J e b b ( P a ris) t o F O ,

1 6 0 c t . 1 9 5 6 .

(13) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 5 / M 6 1 1 / 2 67 , H o y e r- M ill a r ( B o n n ) to J o h n s t o n , 9 0 c t . 1 9 5 6 .

(14) Elli s o n , T h r e a te ni n g E u r op e , p . 8 2 . S c h a a d , B u ll yi n g B o n n , p p . 5 51 5 7 . S c h a a d ,

`

p l a n G
'

, p p . 5 6- 5 7 . M il w a r d , N a ti o n al LS
l

tr a te g y , p . 2 5 9 . A l s o , H . J . K ti s t e r s ,
`

T h e

F e d e r al R e p u b lic o f G e r m a n y a n d th e E E C T r e a ty
'

,
i n S e r r a ( e d .) ,

Il ril a n ci o
, p p ･

4 9 5- 50 6 .

(15) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 5 / 2 7 9 , B e r n e t o F O ,
S w i s s r e a c ti o n t o M a c m illa n

'

s s p e e c h , 1 7 0 c t .

1 9 5 6 . F O 3 7 1 / 1 2 2 0 36 / 2 8 4 W alli n g e r ( V i e n n a) t o F O ,
1 9 0 c t . 1 9 5 6 . F O 3 71 /

1 2 2 0 36 / 2 8 5 , B a r c l a y ( C o p e n h a g e n) t o F O ,
1 9 0 c t . 1 9 5 6 . F O 3 7 1 / 1 2 2 0 36 / 2 9 6 ,

B a r cl a y ( C o p e n h a g e n) t o F O , 2 2 0 c t . 1 9 5 6 .

(16) F O 3 71 /1 2 2 0 3 6 / M 6 1 1 / 3 06 ,
c o p y of t el e g r a m f r o m C R O t o U K H i gh C o m m i sI

si o n e r s (C a n a d a , A u s tr ali a , N e w Z e al a n d , S o u th A f ri c a . I n d i a P a ki s ta n ,
C e yl o n ,

T h e F e d e r a ti o n o f R h o d e si a a n d N y a s al a n d) , 19 0 c t . 1 9 56 . T 2 3 4 / 2 1 3 , r e c o r d of

t alk b e t w e e n H o m e a n d C a n a d i a n H i gh C o m m i s si o n e r i n U K 2 4 0 c t . 1 9 5 6 .

T 2 3 4 / 21 3
,
N e w Z e al a n d H ig h C o m m i s si o n e r i n U I( t o li o m e , 2 6 ･ O c t ･ 1 9 5 6 ･

T 2 3 4 /1 9 9
,
F O w e e kl y t el e g r a m t o o v e r s e a s p o s ts , 2 3 0 ct . 1 9 5 6 .

( 1 1 8)
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(17) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 5/ M 61 1 / 2 4 6
,
M a k i n s t o F O , 3 0 c t . 1 9 5 6 . F O 37 1 / 1 2 20 3 5 /

M 6 11 / 24 6
,
F O t o W a s hi n gt o n , 5 0 c t . 1 9 5 6 . T 2 34 /1 9 8 , F O to A n k a r a , 1 2 0 c t . 1 9 5 6 .

(18) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 9 / M 61 1 /3 8 1 , e x t r a c t of E is e n h o w e r
'

s s p e e c h o n 28 0 c t . 1 9 5 6 ,

s e n t b y M c k e a n ( A s si s t a n t S e c r e t a r y , T r e a s u r y) t o E d d e n ,
1 2 N o v . 1 9 5 6 .

F O 3 71 / 1 2 2 0 3 8/ 3 4 5 , F O w e e k ly t el e g r a m to C o m m o n w e alth a n d F o r ei g n p o st s

o n

"

C l o s e r E c o n o m i c A s s o ci a ti o n w ith E u r o p e
' '

, 6 N o v . 1 9 5 6 . 当時の 駐 仏大使

デ イ ロ ン ( D o u gl a s D ill o n , 後 ,
5 7 年 か ら59 年国務省経済班当次官代理

,
5 9 年か

ら 61 年国務次官,
6 1 年か ら65 年財 務長官) は後年,

自由貿易地帯提案に対 して

ア メ リ カ政 府は, 共同市場形 成の 邪魔 に な らな い 限 りは 反対も しな か っ た が , 揺

案そ の もの に統合進展 卜の 大 き な政 治的価値は見 い だ して は い なか っ た と 回 想

して い る ｡ C h a rlt o n , o p . cil . , p p . 2 1 4- 2 1 5 . ただ し.
1 0 月 初め の 段階で 国務省内で

は マ ク ミ ラ ン の 記者発表内容 に つ い て は
,
イ ギ リ ス の ヨ ー

ロ ッ パ 経済統合 へ の 接

近は大きなもの で あ り
,
合衆国と コ モ ン ウ ェ ル ス 諸国が 支持 を与え れ ば白山貿易

地帯 は実現吋 能で あ ろう, 成功すれ ばイ ギ リ ス が ヨ ー

ロ ッ パ 統合運動 にお い て 指

導的役割を果 たす こ とも可 能に な るだ ろう
,
財務省に は対 ドル 地 域 貿易削1卜化

通 貨交換性 回復を遅 延 させ る の で は ない かと の 懸念があ るが , む し ろイ ギ リ ス と

ヨ ー

ロ ッ パ の 統合によ る 経済力強化は こ の プ ロ セ ス を促進するで あ ろう, と い っ

た 指摘が なさ れ , 国務省と して はイ ギ リ ス 提案 を強く支持すべ きで あ る との 見解

が 存在して い た o 結局 , 1 1 月半ば に は
,
国務省と財 務省間 で , 対 ドル 地 域 貿易差

別 と 通 貨交換件Ld 復の 進展 に逆行 しな い 限 り は 共同 市場構想と と もに 自Fh 貿易

地帯構想も支持する と の 妥協が な さ れ ,
こ れ は11 月末 に対外経済政策委員会( い

わ ゆ る ラ ン ド
-

ル 委員会) によ り正 式 に政 策 と し て 合意 さ れ た｡ T h e F o r ei g n

R el a ti o n L M f th e U n ite d S ta te s (F R U S) 1 9 5 5- 1 9 5 7 , v ol . V I , p p . 4 7 3-4 7 4 , m e m o .

f r o m th e D i r e c t o r of th e O ffi c e of B riti sh C o m m o n w e alth a n d N o rth e r n E u r o_

D e a n A ff ai r s (P a r s o n s) t o th e A s si s t a n t S e c r e t a r y of S t a t e f o r E u r o p e a n A ff ai r s

( E lb ri c k) , 9 0 c t . 1 9 5 7 , p p . 4 8 2- 4 8 6 .I b id . , R e p o r t b y th e S u b c o m m i tte e o n R e gi o n-

al E c o n o m i c l n te g r a ti o n of th e C o u n cil o n F o r ei g n E c o n o m i c P oli c y to th e C o u n-

cil
,
1 5 N o v . 1 95 6 , a n d f o o t n o t e s . ま た後 に O E E C の 協 力国と して ア メ リ カ は自由

貿易地帯交渉の 場 に オ ブザ ー バ ー

と して 参加 し, 57 年10 月ま で に 国務省で は 交

渉が成功すれ ば ｢ ヨ ー

ロ ッ パ の 統
一

を 強化す る上 で の 合衆国の 政 策に と っ て重 要

な利益｣ が もた ら さ れ
t

｢ 共同 市場 か ら期待 され る 経済的利益 をよ り広範囲にも

た らすで あ ろう｣ と評価する姿勢 を採用 して い た ｡ F R LJ
'

S 1 9 5 51 1 9 5 7 , v ol . V I p .

( 1 1 9)
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564 , t el e g r a m f r o m th e A cti n g S e c r e t a r y of S t a t e ( C . H e c t o r) t o th e E m b a s s y i n

F r a n c e . 1 0 0 c t . 1 9 5 7 . M il w a r d , N ati o n al S t r at e g y , p . 3 0 3 .

(19) B T ll /5 7 1 6 , m i n u t e b y S w i n d l e h u r st , P O M 7 4 0 , r e c o r d of m e e ti n g b e t
w e e n

T h o r n e y c r o ft a n d th e c h ai r m a n of th e F B I , 4 0 c t ･ 1 9 5 6 ･ B T l l / 5 7 1 6 , n o t e b y M ･

H . M . R ei d
,
r e c o r d of m e e ti n g o f U n d e r-S e c r e t a ri e s f o r th e m e e ti n g w i th F B I a n d

p a p e r s f o r F BI a s b a c k g r o u n d in f o r m ati o n , 9 0 c t ･ 1 95 6 e n cl o si n g a n o t e b y P ･ F ･

D . T e n n a n t of th e F e d e r a ti o n of B riti s h I n d u st ri e s f o r th e m e e ti n g o n 1 0 0 c t .

1 9 5 6 of th e F B I G r a n d C o u n cil o n th e q u e s ti o n of a f r e e tr a d e i n E u r o p e , w
hi c h

i n cl u d e d s p e e c h e s b y M a c m ill a n a n d T h o r n e y c r oft o n 3 0 c t ･ a n d p o s si bl e q u e s-

ti ｡ n s a n d a n s w e r s o n Pl a n G . 商務省が 作成 した 資料は , 綿製品,
二｢二作機械,

自動

車, 化学 , 合成繊 維, 製紙 非鉄金属,
鉄鋼 と い っ た 産業 に対 しての 説明 を 念頭

に置 い た もの で , 説明の 際 に強調 す べ き 点と して は : 共 同Ii行場 はい ずれ 成立 し .

そ こ か ら除外 され る こ と によ る経済的 ダメ
ー ジ は大き い , 帝国特恵は縮小せざる

を得 な い , 成長を続け る た め には 高度な技術が必 要で あり その た め に は米 ソ の よ

う な市場規模 の 大き さが 必 要で あ る , また 当初か ら参加する方がイ ギリ ス の リ ー

ダ
ー

シ ッ プ を確立 しやす い ,
と い っ た も の が あ げら れ

,
個別の 業界に対する特別

扱 い は なさ れ な い こ とが 強 調 さ れ てい た ｡

(20) F O 3 7 1 /1 2 2 0 37 / 3 3 3 , r e c o r d of t alk b e t w e e n S i r N o r m a n K ip pi n g of F B I a n d S ir

L e sli e R o w a n a n d o th e r T r e a s u r y o ffi ci al s o n 2 2 0 c t . 1 95 6 .

(21) B T l l / 5 7 1 6 , m i n u t e b y S w i n d l eh u r st , P O M 76 2 : r e c o r d of a m e e ti n g b e t w e e n

T h o r n e y c r of t a n d Si r R a y m o n d S t r e at (th e C h air m a n of th e C o tt o n B o a r d) , 1 0

0 c t . 1 9 5 6 .

但2) B T l l / 5 7 1 6
,
m i n u t e b y Gl a v e s-S mi th ,

P O M 7 6 0 , 1 0 0 c t ･ 1 9 5 6 : r e c o r d of t alk

b e t w e e n T h o r n e y c r oft a n d M a c m iII a n o n 9 0 c t . 1 9 56 ･ T 2 34 / 1 9 9 , m i n u t e b y

Li v e r m a n ,
n o t e o f a m e e ti n g h el d a t th e T r e a s u r y , 2 2 0 c t . 1 9 5 6 . F O 3 71 /

1 22 0 3 8 / 3 45 . F O w e e kl y t el e g r a m to C o m m o n w e alth a n d F o r ei g n p o s t s o n
"

C l o s-

e r E c o n o m i c A s s o ci a ti o n w ith E u r o p e
"

. 3 0 0 c t . 1 9 56 . T 2 3 4 / 1 9 9 , m i n u t e b y

c l a r k e f o r M a ki n s , 3 1 0 c t . 1 9 56 . F O 3 71 /1 2 2 0 3 8 / 3 4 5 , F O w e e k ly t el e g r a m to

c o m m o n w e alth a n d F o r e i g n p o s t s o n
"

C l o s e r E c o n o m i c A s s o ci a ti o n w ith

E u r o p e
'

＼6 N o v . 1 9 5 6 .

(23) M il w a r d , N a ti o n al S t r a te g y , p p . 2 5 7- 2 59 . C A B 1 3 0 / 1 2 2 , G E N . 5 5 1 / 2 n d m t g ･ , 1

o c t . 1 9 5 6 . 1 0 月 3 日 の 閣議 で イ - デ ン は軍 事ノJ によ りナ セ ル を排 除する 必 要性

(12 0)
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を強調 して お り
,
以 隠 イ

-

デ ン は フ ラ ン ス と と もにイ ス ラ エ ル が 関与 す る形 で

の 弔 事行動 に移る決意 を固 め て い っ た ｡ 一 方で ア メ .) カ 政 府は 軍 事行動 へ の 強

い 反 対姿勢 を示 して い た ｡ イ -

デ ン に と っ て は ア メ リ カ と の 関係 悪 化を 補う も

の と して の ヨ ー

ロ ッ パ 諸国 と の 政 治的協力関係 強化 の 必 要性が 認識さ れ て い た

叶能性 はある ｡ 1 0 月中の ス エ ズに つ い て の 閣議で の 議論 は, C A B 1 28 / 3 0 , C M 6 8

(5 6) , 3 0 c t . 1 9 5 6
,
C M 71 (5 6) . 1 8 0 c t . 1 9 5 6 , C M 7 2 (5 6)

,
2 3 0 c t . 1 9 5 6

,
C M 7 4 (5 6) ,

2 5 0 c t . 1 9 5 6
,
C M 7 5 (5 6) ,

31 0 c t . 1 9 5 6 . C A B 1 2 8 / 3 0
,
c o n fid e n ti al a n n e x

,
23 0 c t .

1 95 6
,
2 4 0 c t

.
1 9 5 6 . P R E M l l / 1 1 0 2 , r e c o r d of c o n v e r s ati o n b et w e e n D u ll e s a n d

Pi n e a u i n N e w Y o r k , 5 0 ct . 1 9 5 6 . s e e al s o
,
G o r s t a n d J o h n m a n ( e d s) , o p . cit . , p p .

8 5- 1 0 9 . ス エ ズ 後 , 5 6 年末の 時点 で イ -

デ ン は ス エ ズ の 教訓 と して ヨ ー

ロ ッ パ と

の 協力 の 強化 の 必 要件 を指摘 し て い る ｡ P R E M l l / 1 1 38 , m i n u t e b y E d e n f o r

F o r ei g n S e c r e t a r y , M i ni s te r of D ef e n c e a n d L o r d P r e si d e n t
,
di s t ri b u t e d o n 2 8

D e c . 1 9 5 6 . ( p a rt still cl a s sifi e d ) .

但4) T 2 34 /1 0 1 , G E N . 5 5 3 / 1 s t m e e ti n g , 4 0 c t . 1 9 5 6 : ( a m e e ti n g b e t w e e n T r e a s u r y ,

F O , C R O , C O a n d B T offi ci al s) o n
"

P oliti c al A s s o ci a ti o n s w ith E u r o p e
"

. P l a n B

に つ い て は第2 章第5 節お よ び第 7 節参照 ｡ イ -

デ ン
･

プ ラ ン に つ い ては
,
益凹

実 ｢ 第2 次チ ャ ー チ ル 政 権と 西 ヨ ー

ロ ッ パ の 統合, 1 9 5 1 年- 19 5 4 年- チ ャ ー チ

ル
,
イ - デ ン

,
マ ク ミ ラ ンと

｢
大 国｣ イ ギ リ ス の 将来｣ ( 2) , 三重大 学社会科学会

『法経論叢』 第1 3 巻第1 号 (19 9 5 年12 月) 12 7- 1 7 5p,Ei- , 第2 章第2 節参照｡ 外

務省 は, 1 0 月初め の 時点 で
,
ア デ ナ ウ ア ー が 連邦的統合強化の 手段と して W E U

活性 化を 検討 して い る と い う情報 を駐独大使経由で ハ ル シ ュ タ イ ン か ら得 て い

たが
, 剛寺に それ が イ ギ リ ス の 参加 しが た い 第三 勢力的構想 へ 発展 する こ と は危

険で あ る と も考 えて い た ｡ F O 3 71 / 1 2 4 5 5 9 / 5
,
H a n c o c k m i n u te s

,
2 1 N o v

.
1 9 56 .

(25) T 2 34 /1 0 l , G E N . 5 5 3 /l
,
9 0 c t . 1 9 5 6 : d r aft n o te b y offi ci al s o n

"

P oliti c al A s s oI

ci ati o n w ith E u r o p e
"

. T 2 3 4 /1 0 1
.
G E N . 5 5 3 / 2 n d m e e ti n g . l l 0 ct . 1 9 5 6 .

(26) Elli s o n
,
T h r e a te ni n g E u r op e , p p . 7 8- 8 0 . 5 6 年前半 の 防衛政 策の 全 般的再検討

に つ い て は
, C A B 1 3 4 /1 31 5 , P R ( 5 6) 2 , j oi n t m e m o . b y th e C h a n c ell o r of th e

E x c b e q u e r ( M a c m ill a n) a n d th e M i n is t e r of D ef e n c e ( M o n c k t o n) t o th e P ri m e

M i ni s t e r
,

'

D ef e n c e P oli c y
'

,
2 0 M a r . 1 9 5 6 . C A B 1 3 4 /1 3 1 5 , P R (5 6) 3

,
m e m o . b y

offi ci al s of th e T r e a s u r y , th e F o r e i g n O ffi c e a n d M i n i s tr y o f D ef e n c e f o r C a b i n e t

P oli c y R e vi e w C o m mi tt e e ,
'

th e f u t u r e of th e U n it e d K i n g d o m in w o rld aff air s
'

. I

J u n e 1 9 5 6 . C A B 1 34 / 1 3 1 5 , P R (5 6) 4 , m e m o . b y M a c m ill a n , 6 J u n e 1 9 5 6 .

( 1 2 1)
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c A B 1 3 4 /1 3 1 5 , P R (5 6) 6 . m e m o . b y M o n c k t o n .
`

d ef e n c e e x p e n dit u r e
'

,
6 J u n e

1 9 5 6 . C A B 1 3 4 / 1 31 5 , m i n u t e s o f P R (5 6) 2 n d m e e ti n g , 8 J u n e 1 9 56 .

c A B 1 3 4 /1 31 5 , m i n u te s of P R (5 6) 3 rd m e e ti n g , 9 J u n e 1 9 5 6 . C A B 1 3 4 /1 3 1 5 , P R

(5 6) l l , n o t e b y E d e n ,

`

A s s u m p ti o n s f o r f u t u r e pl a n n i n g
'

,
1 5 J u n ° 1 9 56 ･

c A B 1 3 4 /1 31 5 , P R (5 6) 1 6 , n o t e b y E d e n , 1 0 J ul y 1 9 5 6 . ス エ ズ危機の 勃発 に よ り

7 月末以 降, 政策再検討委員会が予定した 検討作業 は完全に は遂行され なか っ た

が
,
最終的に は こ の 見直 し作業の 成果は 57 年 2 月 マ ク ミ ラ ン政 権下 で , 国防相

サ ン ズ によ る195 7 年防衛L
'

1 書と して 公 表さ れ る こ と にな る｡ ドイ ツ 駐兵費用問

題 に つ い て は . S a k i D o c k rill ,
`

R e t r e a t f r o m th e C o ll ti n e n t ? B rit ai n
'

s M oti v e s f o r

T r o o p R e d u c ti o n s i n W e s t G e r m a n y . 1 9 5 5- 1 9 5 8
'

J o u r n al of S tr al e gi c S t u d i e s , v ol ･

20 , n o . 3 (1 9 9 7) , p p . 4 5- 7 0 . も参照 ｡ N A T O ,
O E E C

,
欧州審議会, W E U にお け る

協力拡大 に つ い て の 議 論は , C A B 1 3 4 /1 3 7 3 , A O C (5 6) 3 r d m t g . , 1 2 A p r ･ 1 9 5 6 .

A O C ( 56 ) 4 th m t g = 9 M a y 1 95 6 , A O C (5 6) 5 th m t g . , 9 Åu g . 1 9 5 6 ･

(2刀 F O 37 1 / 1 2 2 0 4 6 / M 61 2 /1 1 0 , B r u s s el s t o F O , 1 2 0 c t . 1 9 5 6 . F O 3 7 1 /1 2 20 3 7 / 3 1 0 .

m i n u t c s b y B r e th e r t o n . r e c o r d of t al k w ith M a rj oli n o n 1 7 0 c t . 1 9 5 6 , 1 8 0 c t ･

1 95 6 . 56 年半ば か ら末ま で の 時点で の フ ラ ン ス 政 村 内の 自由貿易地帯構想 へ の

如古に つ い て は , 贋田 ｢ ロ ー

マ 条約受諾｣ , 1 4-1 5 頁お よ び贋 田愛理
｢
E E C 成立 期

にお け る自由貿易圏構想 へ の フ ラ ン ス の 対応｣ 社 会経済史学会
rF 社会経済史学』

第70 巻 1 号 (200 4 年5 月) ( 以 下 , 俵 田 ｢ E E C 成立 期｣) , 71- 7 7 頁参照｡ フ ラ ン

ス 政府内で は , 自由貿易地帯は競争増大 を もた らす
一

方で ,
共同市場で フ ラ ン ス

が 獲得を目 指す, 対外共通 関税に よ る保護. 輸山補助 ･ 輸入 規 制の 容認, 社会政

策の 調和, 海外領十 の 包含, 農業保護枠組み な どを持 た な い と い う多く の 問題 が

認識さ れて い た ｡ しか し ,
そ れ ら を上 回 る 利点と して . イ ギ リ ス の 白山貿易地帯

参加は, 共同市場 にお け る ドイ ツ の 相対的な優越 を抑制し,
ヨ ー

ロ ッ パ 統合 プ ロ

セ ス そ の も の を前進 させ る こ と にな る と評価さ れ, 外務省や 大蔵省内で も支持 を

得て い た ｡ た だ し,
こ の 支持の 根底に あ っ た白山貿易地帯と共同市場の 関係 に つ

い て の フ ラ ン ス 政府の 理 解は, フ ラ ン ス が求め る 一 定の 規 制と保護 を広く自由貿

易地帯に も拡大 す べ き で あ る と い うも の で あ () , 結果 的 に 57 年以 降の 交渉過程

で そ れ はイ ギ リ ス にと っ て 受け入 れ が た い も の と な っ て い っ たと さ れ る｡

(28) P R E M l l / 2 1 3 6 , B r u s s el s t o F O ,
s u m m a r y of th e m e m o . o n F r e n c h p o siti o n

s u b m itt e d b y S p a a k , 1 8 0 c t . 19 5 6 . 1 0 月 21 日
パ リ で ソ

- ニ ク ロ フ トは ス パ
ー

ク

と会談し, 改め て フ ラ ン ス - の 過度の 特別扱 い を避け る よう要請 して い た が .
こ
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の 時もス パ ー ク は フ ラ ン ス の 問題 の 根源 は フ ラ ン の 過 大評価 に あ り ,
E P U にお

け る 債務状況が改善する ま で は輸 入課徴 金 と輸出補助金 の
一

定 の 維持 は承認 さ

れ る だろ うと述 べ て い た
｡
B T ll / 5 71 6

,
m i n u t e b y G la v e s-S m ith , P O M 7 7 3 , 2 4 0 c t .

1 9 5 6 : r e c o r d of m e e t in g b e t w e e n T h o r n e y c r o ft a n d S p a n k h eld o n 21 0 c t . 1 9 5 6 .

(29) 駐仏 大 使館 は,
フ ラ ン ス 外務省経済問題局長 ウ オ ル ム ゼ ル ( 01i v i e r W () r m s e r)

か ら得た情報と して 以 下 の 内容 を報告 して い た : 関税削減第二 段階 へ の 移行 に つ

い て 合意は得ら れ て い な い : フ ラ ン ス と ドイ ツ の 間 で 時間 外労働手当に つ い て 激

しい 対立 が あ っ た ; 輸出補助金 と特別 輸入 課税 に つ い て は
.
フ ラ ン ス が迫二ちに こ

れ ら を廃止 す る の は 困 難で あ る と の 合意は 得ら れ た が どの く ら い の 期間維持す

る か に つ い て は なお 議論が あ る ; 海外領二卜の 包含に つ い て は議論さ れ なか っ た ;

1 0 月 27 日 に ピ ノ ー と フ ォ ン ･ プ レ ン タ - ノ が 会談 し, 1 1 月6 [I に はモ レ と ア デ

ナ ウ ア
ー

が 会談する予 定で あ る ; モ レ ,
ピ ノ ー

,
フ ォ

ー

ル は11 月 10 日 にブ ラ ッ

セ ル を訪問す る予定であ る , と い っ た 内容で あ る｡ ま た駐仏大使館は,
ス パ ー ク

は フ ラ ン ス の 姿勢 に つ い て 悲観的で あ ると も報告 し て い た ｡ F O 3 71 / 1 2 2 0 3 6 /2 9 5 ,

I s a a c s o n ( P a ris) t o F O ,
2 3 0 c t . 1 9 5 6 . O E E C 駐在 イ ギ リ ス 代表 エ リ ス エ リ

ー

ス

は
, 匿名の フ ラ ン ス 政府高官か ら の 情報と して以 下 の 報告 を して い た : 関税削減

第二 段階 へ の 移行 に つ い て フ ラ ン ス は ス パ ー

ク の 妥協案を受 け入 れ た : 時間外労

働手当に つ い て は なお議論が あ る , T 2 3 4 /1 9 9
,
n o t e f o r th e r e c o r d b y E llis-R e e s ,

2 2 0 c t . 1 9 5 6 . 駐 ベ ル ギ ー

大使館か らは ,

ベ ル ギ
ー 外務官僚 か らの 情報と して 以下

の 報告が あ っ た : 会合は 成功で あり重 要な問題 で大 き な譲歩が得 られ た ; 関税削

減第二 段階 へ の 移行に つ い て フ ラ ン ス は 全 会 一 致の 要求 を取り 卜げた; フ ラ ン ス

の 輸出補助金と 輸入課徴金に つ い て も原則的 に合意が得 られ た ; 海外領土 に つ い

て は議論さ れて い な い ; モ レ とお そ らく は ピ ノ ー

が ア デ ナ ウ ア
ー

な い しフ ォ ン
･

プ レ ン タ - ノ と 11 月6 日 会談する予 定 で ある ; ア デ ナ ウア ー

は そ の 後 パ リ を訪

問する か もしれ な い ; 1 1 月10 日 に は モ レ ,
ピノ ー

,
フ ォ

ー

ル が ブ ラ ッ セ ル を訪

れ , そ の 後 さ ら に 6 カ 国外 相会談 を開催す る予定で あ る ,
F O 3 7 1 / 1 2 2 0 36 / 2 9 9 ,

L a b o u c h e r e ( B r u s s el s) t o F O ,
2 4 0 c t . 1 9 56 . 駐独大 使館か ら は ,

フ ォ ン
･

プ レ ン

タ
-

ノ の 談論と して . 6 カ 国外相会議の 成果 はあ ま り なか っ た ,
こ の ま まで は共

同市場 の 合意形成 が い つ に な る か わ か ら な い と の 発 言が 報告 さ れ て い る ,

F O 37 1 / 1 2 2 0 3 6 /2 9 7 , H o y e r- M ill a r ( B o n n) to F O ,
2 3 0 c t . 1 95 6 . 1 0 月 の 6 カ 国外相

会談 お よ びそ の 後の 11 月 の 独仏首脳会談の 成果 に つ い て は , 墳 田 ｢ ロ ー

マ 条約

受諾｣ 11 頁｡
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(30) F O 3 71 / 1 2 2 0 4 6 / M 61 2 /1 1 6 , I s a a c s o n to W ri gh t , 2 3 0 ct . 1 9 5 6 . B T l l / 5 71 6 , m i-

n u te b y Gl a v e sIS m ith P O M 7 7 3 , 24 0 ct . 1 9 5 6 : r e c o r d of m e e ti n g b e t w e e n T h o r-

n e y c r oft a n d S p a a k h eld o n 2 1 0 c t . 1 9 5 6 . T 2 3 4 /1 9 9 , F O w e e kl y t el e g r a m to

o v e r s e a s p o s t s , 2 3 0 c t . 1 9 5 6 .

(31) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 6 / 3 01 , I s a a c s o n (P a ri s) t o F O , 2 4 0 c t . 1 9 5 6 .

(32) ス エ ズ に つ い て 軍 事行動開始か ら停戦ま で は , G o r s t a n d J o h n m a n ( e d s) , op .

ci t .
, p p . 1 0 4-1 33 . エ リ ソ ン は ,

ス エ ズが フ ラ ン ス の 共同市場支持 をもた ら し たの

か
,
そ れ と もフ ラ ン ス の 共同市場支持の 決定は 56 年 の よ り早 い 段 階で と られ て

い た の か は解釈が分か れ て い るが , 1 1 月 6 日 の モ レ エ ア デ ナ ウア 一 会談は ,
独仏

両 首脳が 双 方と もイ ギリ ス に対 して 失望 した 結果成功 し たの で あ ろうと 述 べ て

い る｡ Elli s o n , T h r e a te n i n g E u r op e , p . 8 2 . ミ ル ワ
ー

ドは フ ラ ン ス の 共rhl 市場支持

自体は ス エ ズ以 前の 決定で あり, 英仏協力の 吋 能悼も9 月末の イ ギリ ス に よ る英

仏合同提案拒否 の 時点で なく な っ て い た と して い る ｡ ス エ ズ の 影響 は, 同 じ財

政
･ 経絡 L_

の 必 要性か らイ ギ リ ス に対 して は ポ ン ド支援 の た め の ア メ リ カ と の 関

係改善を,
フ ラ ン ス に は 6 カ 国の 経済統合に よ る対米依存度削減 を追 求させ る と

しミう効果 は持 っ た と 指摘 して い る ｡ M il w a r d ,
N a ti o n al S t r a te g y , p p . 2 6 0- 2 61 . た

だ し
,
こ れ ら は い ずれ も ス エ ズ直後の 短期 的 な決定 と は言 え な い で あ ろ う｡ 1 0

月末か ら11 月初め の 独 仏合意 に つ い て は ,
A l a n S . M il w a r d

,
th e E u r o p e a n R e s-

c u e of N a ti o n S ta te (1 99 2 , L o n d o n ) , p p . 21 412 1 5 も参照｡ F r a n c e s M ･ B ･ L y n c h ,

`

R e st o ri n g F r a n c e : th e R o a d to l n t e g r a ti o n
'

i n A l a n S . M il w a r d ( e t . al .) ,
T h e

F r o n ti e r of N a ti o n al S o v e r ei g n t y - H i s t o r y a n d T h e o r y , (1 9 9 3 , L o n d o n) ,

(h e r e aft e r cit e d a s M il w a r d ( e t . al ,) , F r o n ti e r) p p . 8 4- 8 7 はス エ ズの 影響を 否定

し て い る｡ s e e al s o
,
M il w a r d

,

`

C o n cl u si o n s
'

i n M il w a r d ( e t . al .) F r o n ti e rs , p p .

1 8 8-1 8 9 . ドイ ツ 側 の 11 月合意 に至 る経緯 に つ い て は , S c h a a d , B ullyi n g B o n n ,

p p . 5 7- 58 .

(33) T 2 34 / 1 9 8 , m i n u t e b y C l a r k e , 1 6 0 c t . 1 9 5 6 . T 2 3 4 / 1 9 8 , n o t e of a m e e tl n g a t

T r e a s u r y o n 1 7 0 c t . 1 9 5 6 b e t w e e n T , B T a n d F O .
B T l l / 5 71 6

,
m i n u te b y G l a v e s-

S m i th
,
P O M 7 7 0 , 2 3 0 c t . 1 9 5 6 : r e c o r d of 皿 e e ti n g b e t w e e n T h o r n e y c r oft a n d B T

offi ci als h el d o n 2 2 0 c t . 1 9 5 6 .

(34) B T l l / 5 71 6 , m i n u t e b y G l a v e s- S m ith , P O M 7 8 2 , 2 6 0 c t . 1 9 5 6 . 1 0 月 26 1｣ に は ,

い っ た ん は
,
ソ - ニ ク ロ フ トが 11 月 9 日 に テ レ ビ放送 で Pl a n G に つ い て 説明す

る こ と ま で が イ
- デ ン に よ っ て 許吋 さ れ て い たが ,

こ れ は結局実 現 しな か っ た ｡
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B T 1 1 / 5 71 6
,
P O M 7 8 3

,
Gl a v e s-S mi th t o B alf o u r , 2 6 0 c t . 1 9 56 . C A B 1 2 9 / 84 , C P (5 6)

25 2
,
m e m o . b y th e C h a n c ell o r of th e E x c h e q u e r a n d th e P r e sid e n t o f th e B o a r d of

T r a d e
,

"

C o m m e r ci al P oli c y (P l a n G)
"

,
3 0 0 c t . 1 9 56 . 1 0 月 末の 時点で は ,

ク ラ ー

ク は 11 月 8 日の 閣議で 決定 をお こ ない た い と の 予定 を述 べ て い た が こ れ もス エ

ズ の ため に 先送りせ ざ る を 得な い こ と に な っ た ｡ T 2 3 4 /1 9 9
,
m i n u t e b y C 血 k e

f o r M a ki n s
,
3 1 0 c t . 1 9 5 6 .

(35) T 2 3 4 / 2 00
,
C l a rk e to M a ki n s

,
2 N o v . 1 9 5 6 .

(36) C A B 1 2 9 / 8 4 , C P (5 6) 2 5 6 , m e m o . b y th e C h a n c ell o r of th e E x c h e q u e r a n d th e

P r e sid e n t of th e B o a r d of T r a d e ,
"

A M u t u al F r e e T r a d e A r e a w ith E u r o p e
◆ '

, 6

N o v . 1 9 5 6 . 1 1 月7 日 ク ラ
ー ク が メ イ キ ン ズ に指摘 し たと こ ろで は , 国内か らの

反応 は
,
覚書 で 表現 さ れ て い る よ り も実際 には よ り好意的 な もの で あ っ た ｡ F B I

の 調査 に よ れ ば雇用 人員数で は , 加盟 企 業の 85 0/. が 支持,
反対 は1 0

0
/o で あ り

,
ま

た労組内の 白山主義的国際主義に訴え か け るも の が あ り ,
T U C の 報告 も極め て

好意的 で あ ると さ れて い た ｡ T 2 3 4 /1 0 4 , C l a r k e m e m o to S i r R o g e r M a k i n s o n C P

( 5 6) 2 5 6 , 7 N o v . 1 9 5 6 . ま たイ ギ リ ス 商工 会議所連盟 か らの 報告も 大 半が 自由貿

易地帯交渉開始 に賛同す るも の で あ っ た o F O 3 71 / 1 2 2 0 3 8 / 34 5
,
F O w e ek l y t el e-

g r a m t o C o m m o n w e al th a n d F o r ei g n p o s t s o n
"

C l o s e r E c o n o m i c A s s o ci a ti o n

w ith E u r o p e
"

.
1 9 N o v . 1 9 5 6 .

(37) C A B 1 2 9 / 8 4 , C P (5 6) 2 5 6 , 6 N o v .
1 9 5 6 . 1 1 月 9 日 ,

メ イ キ ン ズの 後任駐米大便

キ ャ ッ チ ァ は , 米財 務長官は自由貿易地帯構想 を ｢ おそ らく は マ ー

シ ャ ル
･

プ ラ

ン 以来最重要な ス テ ッ プ｣ と して高く評価 し
,
全力で 支持す ると 約束した と報告

して い た o F O 3 7 1 /1 2 2 0 3 9 / M 6 1 1 / 3 6 8
,
Si r H a r old C a c ci a ( W a s hi n g to n ) to F O ,

9

N o v . 1 95 6 .

(38) C A B 1 2 9 / 84 , C P (56) 2 5 6 , 6 N o v . 1 9 5 6 . オ ー ス トラ リ ア と の 通 商交渉の 経緯 に

つ い て は
,
第3 章第7 節お よ び 同注鵬)参照｡ 1 1 月 9 日 ソ -

ニ ク ロ フ ト か らイ
-

デ ン に対 して 正式 に,
イ ギ リ ス 政府 が 75 万 ト ン の ′ト麦購入 の た め の ｢ 最善の 努

力｣ を し, そ の 代わり に オ ー ス トラリ ア はイ ギリ ス 製品に対 して こ れ ま で より削

減 さ れ た特恵 マ ー ジ ン を維持す る と い う条件で英豪通商交渉が妥結 した こ と が

報告さ れ た｡ B T 2 0 5/ 2 4 2
,
T h o r n e y c r of t t o E d e n , 9 N o v . 1 9 5 6 . カ ナ ダ政 府に つ い

て はそ の 公式見解の 伝達が送れ ,
1 1 月1 2 日 ,

上 記覚書の 補足 と して そ の 反 応が

閣議 に提出さ れ た ｡ T 2 3 4 / 21 3 , C a n a di a n M i n i st e r of F i n a n c e t o M a c m ill a n e n-

cl o si n g a d r aft s p e e c h b y C a n a di a n P ri m e M i ni s te r , 1 0 N o v . 1 9 5 6 . T 2 34 / 2 1 3 ,

( 1 2 5)
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m e m o . b y Cl a r k e f o r M a ki n s o n C a n a di a n P M
'

s d r aft s p e e c h a b o v e , u n d a t e d

(1 0- 1 2 N o v . 1 9 5 6 .) C A B 1 2 9 / 8 4 , C P (5 6) 2 6 1 , n o t e b y th e C h a n c ell o r of th e

E x c h e q u e r ,
"

C o m m e r ci al P oli c y : C a n a d i a n R e a c ti o n s
"

,
1 2 th N o v e m b e r , 1 9 5 6 .

(39) C A B 1 2 9 / 84
,
C P (56) 2 5 6 , 6 N o v . 1 9 5 6 .

(40) C A B 1 2 8 / 30 , C M 8 3 (5 6) 1 , 1 3 N o v . 1 9 5 6 ,
…

C o m m e r ci al P oli c y
"

. ソ
ー

ル ズ ベ リ

の 発言 は, 官房長官 ブル ッ クの 閣議記録手稿に よ るもの . 現時点で は非公 開で あ

る が 公式史執筆者 と して ミ ル ワ
ー

ドは 参照 して い る｡ C a b i n e t S e c r e t a r y
'

s N o t e

( B r o o k) , 1 3 N o v . 1 9 5 6 , q u o t e d i n M il w a r d , N a ti o n a l S t r a te g y , p . 2 6 2 .

(4 1) C A B 1 2 8 / 30 , C M 85 (5 6) 6 , 2 0 N o v . 1 9 56
,

"

C o m m e r ci al P oli c y
"

.

(42) C A B 1 2 8 / 30 , C M (5 6) 8 5 , 20 N o v .
1 9 5 6 . s e e al s o , G o r s t a n d J o h n m a n ( e d s) , op .

cit .
, p p . 1 3 9- 1 4 0 .

(43) F O 3 7 1 /1 22 0 5 4 / M 6 1 5 / 1 1 2 G
,
b ri e f b y E d d e n f o r L l o y d o n C P (5 6) 2 5 6 , 7 N o v .

1 9 5 6 .

(44) エ リ ソ ン も ,
ス エ ズ は長期的 に はイ ギ リ ス を ヨ 一 口 ツ ツ パ に接近 させ た と は言

えな い が , 5 6 年 11 月 時点で は ヨ ー

ロ ッ
パ と の 経済関係緊密化支持 の 声 を強化 し,

保守 党内に新 た なイ ニ シア チ ブ へ の 関心 を 高め た と 許 して い る｡ Elli s o n , T h r e-

a te ni n g E u r oP e , p p . 82- 8 4 . ミ ル ワ
ー

ドも
,
保守党 にと っ て ス エ ズ の 打撃を乗 り越

え る何ら か の 前向き の 構想が必 要 で あり, 閣内の 反 対派も, 党と 国民の 団結 回復

を優先す べ きと考え自由貿易地帯支持 に転 じた と 評 して い る ｡ M il w a r d , N a ti o n-

al S tr a te gy , p p . 26 11 2 6 2 .

(45) F O 3 71 /1 2 2 0 3 3 / 1 94
.J e b b ( P a ri s) t o w ri gh t , 1 5 A u g . 1 9 5 6 . 第4 章第3 節参照｡

こ の 事実 は ま さ にイ ギリ ス 政 府側 に自由貿易地帯構想 によ っ て 共同 市場の 妨害

を しよう とす る 意図が無か っ た こ と の 間接的 な証左 で も あ ろう｡

(46) F O 3 71 / 1 2 2 0 5 4 / M 6 1 5 /1 1 2 G , b ri ef b y E d d e n f o r Ll o y d o n C P (5 6) 2 5 6 , 7 N o v .

1 9 56 . 1 1 月 16 日 に ブ ラ ッ セ ル で 開催 さ れ た 6 カ 国 代表会議で お こ なわ れ た モ レ

ア デ ナ ウ ア
一 会談結果の 報告, 両 首脳が承認 した独仏 専門 家によ る共同市場 に関

す る提案,
1 0 月 20 ･

21 日 の 6 カ 国外相会談合意内容, 共同市場 へ の 海外領土 の

参加に つ い て の フ ラ ン ス エ ペ ル ギ - 共 向報告書を, 秘密厳守を条件に べ ル ギ -

政

府 は イ ギ リ ス 政 府 に 提供 し て い た ｡ F O 3 7 1 /1 22 0 3 9 / M 6 1 1 / 39 0 , L a b o u c h e r e

( B r u s s els) t o F O ,
1 9 N o v . 1 9 56 .

(47) T 2 3 4 / 1 04 , C l a rk e m e m o t o Si r R o g e r M a k i n s o n C P (5 6) 2 5 6 , 7 N o v . 1 9 5 6 .

C A B 1 34 / 1 2 3 8 . E S ( E I) (5 6) 1 6 th m t g " 8 N o v . 1 9 56 . F O 3 71 /1 2 2 0 5 4 / M 6 1 5 / 1 1 2 G ,

(1 2 6)
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m i n u t e b y R o d g e r s o n C a b i n e t C o n cl u si o n o n C P ( 5 6) 2 5 6 a n d C P (5 6) 2 6 1 , 19

N o v . 1 9 5 6 .

(48) 比 較検討さ れ たの は , イ ギリ ス , 6 カ 国 ,
ス イ ス , オ

ー ス ト
T
) ア ,

デ ン マ ー ク
,

ノ ル ウ ェ ー

,
ス ウ ェ

ー

デ ン の 12 カ 国に よ る自由貿易地帯が そ の 内部に 6 カ 国 に

よ る 共l [小1)
一

場 を含む場合と そ うで な い 場合で あ る｡ C A B 1 3 4/ 1 2 3 8 , E S (E I) (5 6)

16 th m t g , , 8 N o v . 1 9 5 6 . C A B 1 3 4 / 1 2 3 8
,
E S ( EI) (5 6) 1 7th m t g . . 1 5 N o v . 1 9 56 .

C A B 1 3 4 / 1 2 4 0
,
E S ( E I) ( 5 6) 7 9 ( F i n al) , 2 2 N o v . 1 9 5 6 .

(49) C A B 1 3 4 / 1 2 38
,
E S (E I) (5 6) 1 8 th m tg . , 2 2 N o v . 1 9 5 6 .

(50) F O 3 7 1 / 1 2 2 04 0 / M 6 1 1 / 41 2
,
Fi g g u r e s t o E d d e n , 22 N o v . 1 95 6 , r e v i s e d d r aft o f

M a c m ill a n
'

s s p e e c h O II Pl a n G t o b e d eli v e r e d to th e H o u s e of C o m m o n s o n 2 6

N o v . 1 9 5 6 . H a n s a r d
,
H o u s e of C () m m o n s D e b a t e s , 5 th s e ri e s , v ol . 5 6 1 , c ol s .

1 6 3- 1 6 4 , 2 6 N o v . 1 9 5 6 . M a c m ill a n ,
R idi n g , p p . 8 7- 8 8 . Elli s o n ,

T h r e a te n i n g E u r op e ,

p p . 8 6- 8 7 . M il w a r d , N a ti o n al S tr a te g y , p . 2 6 5 .

(51) P R E M ll /2 1 3 6
,
F O t o B o n n e n cl o si n g M a c m ill a n t o G e r m a n F o r eig n S e c r e t a r y

( v o n B r e n t a n o) , 2 9 N o v . 1 9 5 6 .

(52) F O 3 7 1 /1 2 2 0 3 9 / M 6 1 1 / 3 90 ,
L a b o u c b e r e (B r u s s el s) to F O ,

1 9 N o v . 1 9 56 . 蔀節注

(46)参照 ｡ フ ラ ン ス ーベ ル ギ
ー 報告 に つ い て は , 藤出前掲論文参照 ｡

(53) C A B 1 3 4/ 1 2 3 8
,
E S ( E I) ( 5 6) 1 8 th m t g . , 2 2 N o v . 1 9 5 6 .

(54) F O 3 7 1 / 1 2 2 0 39 / 4 0 5
,
A s hl e y C l a r k e ( R o m e) t o F O . 2 4 N o v . 1 9 5 6 . F O 3 71 /

1 2 20 3 9 / 4 0 5
,
m i n u t e b y R o d g e r s , 2 7 N o v . 1 9 5 6 o n A sh l e y Cl a r k e ( R o m e) t o F O .

24 N o v . 1 9 5 6 .

(55) 1 2 月 7 日の 時点で,

ベ ル ギ
ー 外務 省は, 6 カ 国 の 交渉委員会で はイ ギ リ ス の 要

請が 検討中 で あ り . 1 月 初め に は 官僚級協議が一口一能で は な い か と 伝 え ると 同時

に
,
6 カ 国 交 渉委員会 ベ ル ギ

ー

政 府 代表 で 議長 で あ っ た ス ノ イ (B a r o n S n o y ,

S e c r e t a r y-G e n e r al of th e M i ni s tr y o f E c o n o m i c A ff ai r s , B el gi u m a n d th e H e a d of

th e B el gi a n D el e g a ti o n t o th e l n t e r g o v e r n m e n t al C o n f e r e n c e) は ,
こ れ ほ ど長期

間 をか け て 積み 上 げ た 交渉の 成果 を新た に修正 する つ もり は な い と 述 べ て い る

と も伝えて い た ｡ F O 3 7 1 / 1 2 20 4 1 / 4 5 9 , B r u s s els t o M A D ,
F O

,
7 D e c . 1 9 5 6 . ま た駐

ドイ ツ 大使館も12 月 11 臥 ドイ ツ 外務省高官の 談話と して , 植民地 包含問題 に

つ い て の イ ギ リ ス と 6 カ 国の 官僚 レ ベ ル で の 協 議の 可 能性 に つ い て は 真剣に検

討中で あ る と 伝 え て い た ｡ F O 3 7 1 / 1 2 2 04 1 / M 6 1 1 / 4 6 2 , H o y e r- M ill a r (B o n n) t o

F O
,
ll D e c , 1 9 5 6 . 同日 駐イ タリ ア 大使館 は, イ タ リ ア 蔵相 は自由貿易地帯交渉開

(12 7)
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姶決定は歓迎 したが ,
イ タ リ ア 国民の 自由貿易地帯 へ の 支持を得る に は長期的に

は 農業貿易 が拡 大す る 吋 能性 が 必 要 で あ る と 述 べ た と伝え て い た｡ F O 3 71 /

1 2 2 0 4 2 / M 6 1 1 / 4 94 , U n w i n (R o m e) to F O , 1 2 D e c . 1 95 6 . フ ラ ン ス の 反応 に つ い て

駐仏大 使 ジ ュ ッ ブ は , 1 2 月 11 日開催の 英仏経済委員会で の フ ラ ン ス 政 府側 の 発

言と して
,
フ ラ ン ス は 1 月 中の 共同市場条約調印を強く求め て い る ,

イ ギ リ ス 産

業が ヨ ー ロ ッ パ 市場 へ の 自由参入権 を獲得する
一

方で 大 陸の 農業生 産者 にイ ギ

リ ス 農産物市場が開放さ れ な い の で は受け 入 れ は極め て 困難で あ り , 少 なく と も

自由貿易地帯が農業 を対象にす る と い う見せ か け だ け で も整え る こ とが 望 ま し

い
, 植民地 包含は純粋に 政 治的理由か ら求め られ て い るもの で あ り , 具体的な取

り極 め は 未定 で あ る ,
と い っ た

J

L
.烹を伝 え て い た ｡ F O 3 71 /1 2 2 0 4 2 / M 6 1 1 / 46 7 ,

J e b b (P a ri s) to F O ,
1 2 D e c . 1 9 5 6 . 皮肉 な こ と に フ ラ ン ス に つ い て は 自由貿易地

帯構想の 提案が , ま さ に共同 市場交渉の 早期妥結 の 必 要性 を認識 させ た｡ 額 田

｢ ロ ー

マ 条約受諾｣ 第Ⅲ 章第2 節参照 ｡ 農業除外 の 問題 に つ い て は ,
1 2 月初 めの

段 階で は デ ン マ ー ク 政 僻 が 特別 の 措置 を求 め る 留保的姿勢 を伝えて い た ｡

F O 3 71 /1 2 2 0 4 0 / 4 31
,
B a r cl a y ( C o p e n h a g e n) t o F O ,

3 D e c . 1 95 6 .

(56) F O 3 71 / 1 2 2 0 3 8 / 34 5 , F O w e e k l y t el e g r a m t o C o m m o n w e al th a n d F o r ei g n p o s t s

o n
"

C l o s e r E c o n o m i c A s s o ci a ti o n w ith E u r o p e
"

,
3 0 0 c t . 1 95 6 . T 2 3 4 / 1 9 9

,
F O

w e e kl y t el e g r a m t o o v e r s e a s p o s ts , 2 3 0 c t . 1 9 5 6 . F O 3 7 1 / 1 2 20 5 4 / M 6 1 5 / 1 0 6 , E lli s-

R e e s t o F O
,
31 0 c t . 1 9 5 6 . F O 37 1 / 1 2 2 0 5 4 / M 61 5 /1 1 4 , E lli s-R e e s to F O ,

r e p o r ts th e

O E E C W o r ki n g P a rt y
'

s a c ti v ity . 7 N o v . 1 95 6 . C A B 1 3 4 /1 2 3 8 , E S (E I) (5 6) 1 7 th

m t g . , 1 5 N o v . 1 9 5 6 . F O 3 7 1 / 1 2 20 3 8 / 3 4 5 , F O w e e kl y tel e g r a m t o C o m m o n w e alth

a n d F o r ei g n p o s t s o n
"

C l o s e r E c o n o 血 c A s s o ci a ti o n w ith E u r o p e
…

.
1 9 N o v . 19 5 6 .

C A B 1 3 4 / 1 2 3 8
,
E S ( E I) (5 6) 1 8 th m t g . , 2 2 N o v . 1 9 56 .

(57) F O 3 7 1 / 1 2 2 05 6 / 1 5 8
,
B r u s s el s t o F O

,
8 D e c . 1 9 56 .

F O 3 7 1 / 1 2 20 5 6 / 1 7 0 , n o t e b y

B r e th e rt o n
,
N o t e of a M e e ti n g i一l B r u s s el s , 8 D e c . 1 9 5 6 .

(58) F O 3 71 /1 2 2 0 5 6 / 1 5 8 , F O to U K D E L P a ri s , 9 D e c . 1 9 5 6 . T 2 3 4 / 2 0 0 , F i g g u r e s t()

Cl a r k e , 1 0 D e c . 1 9 5 6 .

(59) F O 3 71 /1 2 2 0 5 6 / 1 71 , Elli s-R e e s to F O ,
1 4 D e c . 1 9 5 6

,
r e c o r d of t alk b e t w e e n

M a c m ill a n a n d S p a a k a t P a ri s ( W E U m e e ti n g) o n 1 3 D e c . 1 9 5 6 .

(60) P R E M l l / 2 1 3 6
,
F O to B r u s s el s c n cl() si n g M a c m ill a n t o S p a a k , 2 0 D e c . 1 9 5 6 .

P R E M l l / 2 1 3 6
,
F O t o B r u s s el s , i n s tr u c ti o n s o n M a c m illa n t o S p a a k a b o v e , 2 0

D e c . 1 9 5 6 . F O 37 1 / 1 2 2 0 56 /1 7 1 , B r u s s el s t o F O
,
21 D e c . 1 9 5 6 .
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(61) F O 3 71 / 1 2 2 0 5 7 /1 7 4 , r e p o rt b y th e U K r e p r e s e n t a ti v e o n th e S i x th M e e ti n g of

o E E C W o rk i n g P a rt y N o . 1 7 , 1 2 D e c . 1 9 56 . F O 3 71 / 1 2 2 0 5 7 /1 7 2 (C ) , C / W P1 7/ W

(5 6) 5 8 ( F i n al) ,
2 6 D e c . 1 9 5 6 . F O 3 71 / 1 2 2 0 3 8 / 34 5

,
F O t el e g r a m t o C o m m o n-

w e altb a n d F o r el g n p o s ts O n
"

Cl o s e r E c o n o m i c A s s o ci a ti o n w ith E u r o p e
"

,
2 7

D e c . 1 9 5 6 .

(6 2) F O 3 71 / 1 2 2 0 5 7 /1 7 2 (C ) , H e a th m i n u t e . 2 J a m . 1 9 5 7 . F O 3 7 1 /1 2 20 3 8 / 3 4 5 . F O

tel e g r a m t o C o m m o n w e alth a n d F o r ei g n p o s ts o n
` `

C l o s e r E c o n o m i c A s s o ci a ti o n

w ith E u r o p e
"

,
2 7 D e c . 1 9 5 6 .

(63) E lli s o n , T h r e a te m
'

n g E u r op e , p p . 9 0- 91 .

(64) P R E M l l / 1 1 3 8 , mi n u t e b y E d e n f o r Ll o y d ( F o r ei g n S e c r e t a r y) ,
A . H e a d s

( M i ni s t e r o f D ef e n c e) , a n d S ali s b u r y ( L o r d P r e sid e n t) , di st rib u t e d o n 2 8 D e c .

1 9 5 6 . ( p a r t still cl a s sifi e d ) .

(65) E lli s o n ,
T h r e a te n i n g E u r op e , p p . 9 1- 9 2 .

結 章 F T A 交渉の 開始に向け て

1

1 月 9 日 ,
ス エ ズ後 の混乱の 中でイ

- デ ン は辞任 し, イ
-

デ ン の療養

にともなう不在中首相代行を務め て い た バ トラ
ー 有利と の 大方の 予想を

覆す形で マ ク ミ ラ ン がイ
- デ ン政権閣僚達の強 い 支持を受け, 首相に就

任 した ｡ 新政権組閣人事 で マ ク ミ ラ ン は P l a n G の 牽引役 で あ っ た ソ
-

ニ ク ロ フ トを蔵相 に, そ し て 8 月以 降 E P C お よ び閣議で の 議論 にお い

て Pl a n G を強く擁護した エ ツ ク ル ズを ソ
- ニ ク ロ フ ト の 後任の 商相に

据えた ｡ 外相には ロ イ ドがと どま っ た ｡ 農水食料相には ヒ
ー

ス コ
ー ト -

ェ イ モ リが
,
そ して コ モ ン ウ ェ ル ス 関係相には ヒ ュ

- ム が留任した
(1)

｡

首 相就任直後の マ ク ミ ラ ン が最優先した課題は彼の 回顧録によれば,

第
一 に ス エ ズ によ る保守党内の そ して 国論の分裂の 修復, 第 二 に, ス エ

(1 2 9)
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ズ危機そ の もの の 後始末
, 第三 に, 対米関係の 修復, 第四に , イ ギ リ ス

経済の 安定, 第五 に
,
防衛政策の再検討と核抑止力の 構築とそ の ため の

英米間の 情報共有
, 第六 に ,

コ モ ン ウ ェ ル ス の 将来的再編, であ っ た ｡

英米関係の 再構築 はもちろん長期的な外交課題と して 当然遂行され る べ

きもの で あ っ た が
, 直接には ス エ ズを通 じて明らかにな っ た ア メ リ カか

ら の財政的支援なしで はイ ギリ ス の 財政がそ してポ ン ドの 国際的地位が

成り立 たな い こ と の 強 い 自覚に基づくもの で もあ っ た ｡ また核抑止力構

築は 5 6 年半ば の イ
- デ ン政権下で の 防衛政策再検討の 過程で も確認さ

れた 目標で あ っ た ｡ コ モ ン ウ ェ ル ス の 再編と い う課題も大きな理由と し

て財政的負担の 軽減が意図され て い た
√2)

｡

ヨ
ー ロ ッ パ と の 関係に つ い て は こ とさ ら政権発足時に言及がなされて

い たわけで はな い が ,
ソ

-

ニ ク ロ フ トと エ ツ ク ル ズを蔵相, 南柏にそれ

ぞれ据えた こ とは明らか に自由貿易地帯構想と いう指導し始めた ばかり

の イ ニ シ ア チ ブを着実に実行 して い くと い う意図の現れ で あ っ た ｡ 同時

に, イ
-

デ ン政権末期以来お こなわれ て い た自由貿易地帯構想を補完す

る ヨ ー

ロ ッ パ に対 して の 政治的イ ニ シ ア チブと いう課題 に つ い て は ロ イ

ドによ っ て具体的な提案が 5 7 年1 月初め閣議に対してなされ て い た ｡

1 月 5 日
,
ロ イ ドは閣議に対 して

｢ グ ラ ン ド ･ デザ イ ン ( 西 ヨ
ー

ロ ッ

パ と の 協力) ｣ と い う覚書を提出し, その 中で三 つ の 提案をお こ な っ て い

た . こ れ は官僚 レ ベ ル で の 検討には見られなか っ た幅広 い協力を提唱す

るもの であ っ た ｡ まず軍事面で は, 戦略核抑止力構築を単独で お こ なう

の で はなく, W E U にお い て 他 の 6 カ 国とともに熱核兵器およ びそ の運

撮手段の 共同開発をお こ なう こ とが提案され て い た ｡ そ の 目的と し て

は, 大西洋同盟内にア メ リカに匹敵する強力な集団を作り, 同時に核兵

器開発にともなう コ ス トを軽減 し, ヨ
ー

ロ ッ パ 駐留通常兵力の削減もは

か る こ とが あげら れて い た ｡ 経済面 で は, 自由貿易地帯の 運営組織を

O E E C 内部に設立するもの と され, 政治面で は , 欧州審議会, W E U ,

( 1 3 0)
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N A T O
,
E U R A T O M な ど全 て の 欧州機関の 議会的総会機能をまとめ て

単
一

の 欧州総会 (
"

a G e n e r al A s s e m bl y of E u r o p e
"

) を設立 し, 分野毎に

異なる委員会を設ける ことが提案され て い た ｡ 手順と して ロ イ ドは 1 月

の ス パ
ー ク 訪英時に こ の構想を提示し, さ ら に大陸諸国を自ら歴訪しそ

の 後 W E U 閣僚会議 で議論す るこ とを提案して い た
(3)

｡ N A T O の 機能

拡大, ヨ
ー

ロ ッ パ 諸組織の 整理統合, W E U に お ける協力と い っ た発想

はすでに見たように A O C で の検討やイ
-

デ ン による英仏合同提案の 検

討過程で外務省内で は見られ て い た ｡ しか し軍事面にお い て戦略核開発

を 6 カ 国と共同で お こ なうと いう提案は, ス エ ズ による英米関係の 悪化

を受けた ロ イ ド個人の 発案で あ っ たと思われる
り )

｡

こ の 大陸と の 共同核開発提案に対しては , ア メ リ カと の 軍事
･

諜報分

野で の協力を破壊 し, 英米関係改善を不可能にするもの と して政府内か

ら直ちに強 い 批判が生じた ｡ 1 月 8 日 の 閣議 にお い て も, 合衆国および

コ モ ン ウ ェ ル ス から の 合意が得 られ る範囲内で しか対 ヨ
ー

ロ ッ パ 政治
･

軍事的協力の ため の イ ニ シ ア チ ブは許容できず, 核開発で の W E U 内の

協力は論外であると い う意見が大勢を占めた
(5 )

｡

欧州総会構築と い う構想と通常兵器に限定 した W E U で の協力強化は

認め られた ｡ 結果と して ロ イ ドの グラ ン ド
･ デ ザイ ンは

,
57 年 2 月以 降,

大陸諸国に対 して , 欧州審議会と O E E C , W E U の 部分的融合提案と し

て提示 された
(6)

｡ 核 兵器開発で の協力と い う新奇性を欠 い た グラ ン ド
･

デ ザイ ン は
,
5 2 年 のイ - デ ン ･ プ ラ ン と 同工異曲の もの で しかなか っ た ｡

6 カ 国側の 反応もイ
- デ ン ･ プ ラ ン公表時同様, イ ギリ ス の 意図は 6 カ

国間の 緊密な統合を希釈する こ と にある の で はな い か と の 疑念をと も

な っ たもの で あ っ た ｡ 結局, ロ
ー マ 条約調印間近の 時点で提示され たグ

ラ ン ド
･ デ ザ イ ン は

,
そ の後

,
6 カ 国側が ロ

ー

マ 条約の 調印と批准プ ロ

セ ス を優先 した こと により論議が 中断され , 5 月ま で には事実上放棄さ

れ る こと にな っ た
(7)

｡
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2

5 7 年 1 月 1 5 日
,
前年か ら の 予定に従 い 訪英 した ス パ

ー ク は マ ク ミ ラ

ン お よ び ソ - ニ ク ロ フ ト と会談 した｡ まず ソ
- ニ ク ロ フ ト と の 会談で

は
,
改めて自由貿易地帯と共同市場の整合性確保の ため の事後の 共同市

場条約修正 の余地を残 してほ し い と の希望が伝えられた ｡ ス パ
ー ク は,

共同市場条約は 2 月末調印, 5 月末まで の 批准完了と い う日程を想定 し

ており
,
交渉 の やり直しは非現実的で ある ,

た だ し, 6 カ 国の 自由貿易

地帯参加に必要な修正を許容するよう可能な限り柔軟性を盛り込む
,
ま

た個別の 問題 に つ き再検討の余地はあると述 べ るにと どま っ た｡ ソ -

ニ

ク ロ フ トはまた, 2 月 1 2 ･ 1 3 日 の O E E C 閣僚理事会で
,
食料を除く自

由貿易地帯形成の ため の 交渉を開始する決議を採択した い と述 べ るとと

もに, ヨ
ー

ロ ッ パ 市場における農業の特恵的扱 い およ び海外領土の特恵

的条件での 包含に対する国際的な合意 ( つ まり G A T T の 適用除外) を

得る こと は困難で あろうとも述 べ
,
海外領土包含に反対する姿勢を示 し

た｡ こ れ に対 して ス パ
ー

ク は農業除外と い うイギリ ス の 姿勢に
一

般的同

意を獲得する こ とは困難で あろうが交渉は不可能で はな い だ ろう , 6 カ

国 は自由貿易地帯を歓迎 して い る
,
た だ し農業貿易 へ の 依存度が 高 い

国 々 に対 して何 らか の 補償的措置が必要で あろうと述 べ た ｡ 続 い て 会読

した マ ク ミ ラ ン は , 自由貿易地帯に つ い て原則的合意さえ形成で きれば

細部は付随してくると楽観的観測を述 べ た ｡ ス パ
ー ク も 2 月 の O E E C

理事会で直ちに共同市場諸国と自由貿易地帯参加諸国と の 間の 交渉を開

始 した い と前向きな姿勢を見せて い た
( 8)

｡

1 月 1 8 日 に は ロ ー マ を訪れ た ロ イ ドか ら, イ タ リ ア 政府は自由貿易

地帯提案をおお い に歓迎し て い ると の 報告が届 い た ｡ 同日 ,
フ ラ ン ス駐

英大使は
,
マ ク ミ ラ ン と会談 したおりに, 農業除外を絶対条件とするイ

ギ リ ス の 姿勢には フ ラ ン ス 国内の
一

部利益集団か ら反対もあるが ,
フ ラ

(13 2)
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ン ス議会で自由貿易地帯は支持されるだ ろうと述 べ て い た ｡ また フ ラ ン

ス外務省経済問題局長ウ オ ル ム ゼ ル も1 月末に駐仏イギ リ ス 大使館員に

対して , 自由貿易交渉の 進展は フ ラ ン ス で の 共同市場条約批准の 可能性

を高め ると し て歓迎の 意思を示 して い た
" '

｡

1 月 2 1 日 に は O E E C 事務局宛の正式か つ 詳細な農業製品を除く自由

貿易地帯形成提案が政府内部で合意され ,
2 月 の O E E C 理事会を目指

して 準備が進め られ て い っ た
' m '

｡

しか し, 1 月 2 0 日 に ブラ ッ セ ル で の 開催が予定さ れて い たイ ギ リ ス

と 6 カ 国 の海外領土問題に つ い て の 官僚レ ベ ル 会議は, 直前になり 6 カ

国側 の 要請で 延期された ｡ また 1 月 22 日 に は フ ラ ン ス議会が , 自由貿

易地帯 は
,

｢
共同市場条約で獲得され たもの と同等の 保証を与えね ばな

らな い ｣ と の 決議をお こな っ て い た｡ 後 の 困難を予想させ る兆候はすで

に見 られ て い た の で ある｡ 1 月末 の 時点 で エ リ ス - リ ー

ス と会談 した

O E E C フ ラ ン ス代表は, 議会決議の
｢
同等 の保証｣ と は

｢
相対的な意味｣

で あると して
, 共同市場と自由貿易地帯にお い て フ ラ ン ス に対 して 全く

同じ扱 いを求め て い る訳 で はな い と釈明し て い た ｡ 同時に彼は, イ ギ リ

ス の提案する自由貿易地帯 は, 農業輸出の拡大なしで工業面で の保護を

さらに喪失させるもの で あり, フ ラ ン ス にと っ て の 利益を見 い だ しがた

い とも述 べ て い た
(11 '

｡

3

2 月 7 日, イ ギ リ ス 政府の O E E 宛自由貿易地帯提案が提出され , 同

時に政府自書と して公開さ れた ｡ そ の 前日には E S ( EI) 小委員会にお

い

.
て

, O E E C 閣僚理事会での イギ リ ス 政府の 目標は , 第
一 に

, 農業を除

く自由貿易地帯交渉開始の 合意と交渉の ため の 機構を O E E C 内 に設置

する こ と, 第 二 に, 加盟国閣僚によ る農業貿易に つ い て の 協議開始 へ の

(1 3 3)
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合意を得る こ と, 第三 に, 経済発展度が低く自由貿易地帯参加は時期尚

早である ,
い わ ゆ る ｢ 周辺国｣ ( ポ ル トガ ル , ギ リ シ ャ , トル コ ,

ア イ ス

ラ ン ド
,
ア イ ル ラ ン ドの 5 カ 国) に つ い て別個の検討組織設置で合意す

るこ と
,
そ し て最後に , 時間的に余裕は無く交渉は即座 に開始する必要

が ある ことを周知させ る こ と , であるとされ た｡ 農業貿易問題に つ い て

は
,
O E E C 内 の

｢ 食 料農 業 閣僚委 員 会｣ (th e M i n is t e ri al F o o d a n d

A g ric ult u r e C o m m itt e e) で検討する こ とが念頭に置かれ て い たが , 実際

の と こ ろ合意可能な案が形成され る可能性 は低 い とも認識され て い た ｡

た だ しブリ
ー

フ は
, 農業貿易問題の 検討作業終了まで に自由貿易地帯協

定の交渉が充分に進展すれ ば,
その まま調印に持ち込む こと は期待で き

ると述 べ て い た
り2'

｡

閣僚理事会後の交渉方法と日程に つ い て は , 交渉組織 は官僚 レ ベ ル で

の単
一

の 委員会と し, そ こ で の 交渉内容を閣僚理事会に報告 し, 理事会

で最終的決定をお こ なうもの とされた ｡ 日程は, 最速の 場合,
3 月 か ら

6 月末まで に協定草案作成, 7 月半ばまで に閣僚理事会で調印, その 後

G A T T か ら の 適用除外を獲得 し, 1 2 月 31 日ま で に批准, で きれ ば 58

年 10 月 1 日ま で に , し か しおそ らくは 59 年1 月 1 日 に最初の 関税削減

実施と されて い た｡ 重要視された の は , 第
一

次関税削減の 時期を共同市

場と自由貿易地帯で
一

致 させ る ことであ っ た ｡ 海外領土 に つ い て は , 覗

段階で は閣僚理事会で 議論す べ きで はなく, 理事会後6 カ 国が決定を下

す前に速やか に協議を開始し, 後日閣僚理事会に報告書を提出すると さ

れ て い た
(13)

｡

結局 の と こ ろ 2 月 1 2
･ 1 3 日 の O E E C 閣僚理事会で こう したイ ギリ ス

の 目標は完全に は達成されなか っ た ｡
｢ 多国間 ベ

ー

ス で ヨ
ー ロ ッ パ 共同

市場を他の O E E C 加盟国と結 び つ ける ヨ
ー

ロ ッ パ 自由貿易地帯を設立

する ため の 方法と手段に つ い て決定するため の 交渉に入る｣ こ と は決定

されたが
,
当面の 作業と して合意された の は, 自由貿易地帯形成の 可能

(13 4)
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性を検討する第 21 作業部会, 農業貿易問題に つ い て検討する第 23 作業

部会, 周辺国問題を検討する第 2 3 作業部会の三 つ の 作業部会を設置し,

7 月 31 日まで に閣僚理事会に報告を提出すると い う こと だけで , その

後 の 交渉組織およ び交渉日程に つ い て の 合意は得られ なか っ た
(l l -

｡

そ れ でもイ ギリ ス 政府は , 2 月末 の段階で
,
3 月中に予定され る共同

市場条約調印後, 5 月初め には再度 O E E C 閣僚理事会開催 ,
5 月末には

6 カ 国 の批准プ ロ セ ス 完了
,
7 月末さ らに O E E C 閣僚理事会を開催 し

即本格的交渉開始と い う日程を想定して い た
`1 5 '

｡

4

2 月 の O E E C 閣僚理事会か ら 5 月末まで の 間に, 当初想定され た日

程は, 特 に フ ラ ン ス の 非協力的姿勢により大きく狂 っ て い き, 結果的に

イ ギリ ス 政府は 6 カ 国側 の ロ
ー マ 条約批准完了まで自由貿易地帯交渉は

凍結すると い う妥協を強 い られ る こ とにな っ た ｡ そ してそれまで の 間に

ち, イ ギ リ ス政府は, 海外領土 の 包含問題や農業除外の 問題などで , フ

ラ ン ス の 要求に対し て 譲歩する形で の解決 へ と追 い や られ つ つ あ っ た ｡

まず 5 7 年 2 月 1 8
･ 1 9 日

, 約束され たイ ギリ ス と の協議が 開催されな

い まま
,
6 カ 国は共同市場 へ の 海外領土包含を決定した ｡ 農業排除と い

う原則か ら,
また財政負担軽減の ため脱植民地化推進 へ と動き始めて い

た こ とか ら
, イ ギ リ ス にと っ て 自国の 海外領土 を自由貿易地帯に包含で

きな い こ と は明らか であ っ た
〔1 6 '

｡ しか し閣僚達は 6 カ 国による共同市場

へ の海外領土包含に反対するの は望ましくな い と判断した｡ 自由貿易地

帯か ら の 植民地排除を求め る
一

方 で, 共同市場からイギリ ス 植民地が排

除され る こ と による不利益 へ の 補償は G A T T を通 じて求めると いう対

応が採用され た｡ 結果的に こ の 姿勢は 57 年 5 月ま で に, イ ギ リ ス植民

地の 自由貿易地帯 へ の参加が 自国の 植民地 へ の 打撃になる こ とを警戒す

(1 35)
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る フ ラ ン ス側 の 思惑と
一

致 し, こ の 点をめぐ っ て の対立は収束する こと

にな っ た
(17'

｡

一

方 , 農業問題に つ い て は, 3 月 か ら 5 月にか けて の 閣僚級会談で ,

フ ラ ン ス は農業除外の ままでは自由貿易地帯 - の 国内か らの 支持は獲得

できな い こ とを強調 し, O E E C で の 何らか の 対応を求めた ｡ 駐仏大使館

も農業面での 合意は不可欠と報告 して い た ｡ こ の 状況で , 5 7 年 5 月末ま

で には
,
ソ

-

ニ ク ロ フ トも O E E C で の 農業貿易に つ い て何 らか の提案

が必要であると認めるに至 っ て い た
(1 8'

｡

3 月以 降, O E E C 作業部会が活動開始するとと もに フ ラ ン ス の非協力

的姿勢はさら に明確にな っ て い っ た ｡ し か し こ の 時期, マ ク ミ ラ ン は防

衛支出削減の ため の駐独英軍削減に対する独仏の 合意を獲得する ことを

優先して おり , 自由貿易地帯交渉に関して フ ラ ン ス に対 して強硬な要求

をす べ きで はな い と判断し て い た
〔1 9)

｡ 3 月 9 日 パ リ で の 英仏首脳会談で

マ ク ミ ラ ン は モ レ に対 して , W E U で の 通常兵力分野で の研究開発協力

提案をお こな い 歓迎された ｡ しか し同時期, バ ミ ュ
ー ダ会談 で の英米同

盟の 修復が進め られ て おり, 6 カ 国と の 兵器開発での協力に核兵器を含

む こと は で きなか っ た ｡ 自由貿易地帯交渉で の 協力を見返りと して 期待

するには,

こ の イ ギリ ス提案は不充分なもの で あ っ た
(2 O '

｡

パ リ首脳会談後, フ ラ ン ス は官僚レ ベ ル で の 二 国間の 自由貿易地帯問

題の 検討に同意は した ｡ しか し, 4 月末までに は,
フ ラ ン ス が ロ ー マ 条

約批准完了まで自由貿易地帯交渉を延期する つ もりである ことが 明らか

にな っ た｡ フ ラ ン ス にと っ て自由貿易地帯提案は, イ ギ リ ス が ドイ ツ に

対抗する重石となると い う政治的効果を期待で きるもの でもあ っ たが ,

経済的には, 工業分野に限定され て い る限り, 共同市場と同様の利益を

フ ラ ン ス にもた らすもの で はなか っ た ｡ フ ラ ン ス の 国際収支は悪化 し続

けて おり, 5 7 年 6 月に は O E E C 数量規制削減計画により数量規制を解

除され て い た輸入 品目に対して 改め て 輸入課徴金を課すと い う状況にま

(13 6)
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で 至 っ て い た ｡ 5 7 年4 月 にす で に フ ラ ン ス 政府内で は , 官僚達が 自由貿

易地帯交渉の 遅延を閣僚達に勧告 して い た ｡ 表面的には フラ ン ス 国内の

共同市場反対派を刺激する ことを回避するた めと い う理由で フ ラ ン ス は

ロ ー マ 条約批准完了まで の 交渉延期を要請し, 1 0 月ま で自由貿易地帯交

渉は延期され る こ とにな っ た
` l'' '

｡

4 月 末の 時点でイ ギリ ス政府は ,
ロ ー

マ 条約批准完了まで 自由貿易地

帯交渉の 本格化は期待できず, したが っ て 自由貿易地帯に先立 っ て 共同

市場が完成 して しまう可能性が極めて 高くな っ た こ と, そ してそうな っ

て しまえば 6 カ 国側に自由貿易地帯その もの が不要と見なされ て しまう

危険が あると こ とを認識す る に至 っ て い た｡ し か し, 56 年 1 1 月末 の

E S (E I) 小委員会の 検討が示 して い たよう にイギリ ス にと っ て望まし い

の は共同市場と自由貿易地帯の 並立で あり , ま た対米関係上 も共同市場

を妨害 して い ると いう印象を与えるわ けには い かず
,
フ ラ ン ス に対して

共同市場条約批准前の 交渉を強要するわ けに は い かなか っ た｡ 5 月初

め, イ ギ リ ス 政府は, 批准完了後の即時交渉再開の 確約を独仏政府か ら

獲得 し
,
そ の 上 で ロ ー

マ 条約批准まで の 交渉延期を容認すると い う姿勢

を採用 した
( 22)

｡ 5 月 上旬, ロ イ ド, ソ
-

ニ ク ロ フ ト
,
エ ツ ク ル ズ ら の主

要閣僚が ,
ス パ

ー ク
,
ハ ル シ ュ タイ ン, フ ォ ー ル ら と個別に会談し, さ

ら に マ ク ミ ラ ンも訪独 しア デナ ウ ア
ー

と会談した｡ こ れ ら の会談 でイギ

リ ス 側は, ロ
ー

マ 条約批准優先の 姿勢を支持 し, 独仏首脳 は自由貿易地

帯交渉 へ の 支持を約束 しf=
'2:ぅー

｡ こ う してイギ リ ス 政府 は 5 7 年秋以 降の

本格的な交渉開始を期待 して そ の 間, 交渉戦術の 構築を進めて いく こと

にな っ た ｡ しか し, 結果的に再開後の 交渉にお い て も フ ラ ン ス の 要求と

の 間に妥協点は見 い だ されず
,
翌 5 8 年 11 月 ,

ロ ー

マ 条約 の 発効, 共同

市場すなわち ヨ ー ロ ッ パ経済共同体の発足を目前に して 自由貿易地帯交

渉は挫折するこ とになる の で ある｡
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5

目頭にお い て , 本稿 の 課題と してあげたの は以下の 点であ っ た ｡ まず

56 年中 の イ ギリ ス 政府内で の 自由貿易地帯構想の 立案過程を詳細 に分

析する こと により, 政策決定者たちが ,
い かなる考慮に基づき, い かな

る意図を持 っ て ,
い かなる提案を構想した の かを明らか にする こ と ,

吹

い で それら の 事実が , 第 二次大戦後か ら こ の 時期までの イギ リ ス の 経済

外交戦略の 変遷過程と い う中期的文脈お よび ,
5 5 年中の メ ソ シ ナ提案 へ

の 最初の対応の 過程を含め たイ
-

デ ン保守党政権下での 対ヨ
ー ロ ッ パ 経

済政策変遷の 過程と い う短期的文脈の 中で , い か に位置づけられる の か

を分析する こと で ある ｡

政策決定過程で の主要なア クタ
ー が誰であり, そ れぞれ どの ような役

割を果た した の か と いう点に つ い て 言えば, 自由貿易地帯構想の採用過

程は, 大蔵省, 商務省と い う 二 つ の 経済官庁が ,
そ れ ぞれ官僚 レ ベ ル に

お い て も閣僚 レ ベ ル にお い て も主要な役割を果た した こ とは明らか で あ

る ｡ 5 5 年末 の 時点 でイ ギ リ ス 政府は共同市場完成の 際のイ ギ リ ス に対

して の 政治的
･

経済的不利益を自覚 し, そ れを回避するため の 何らか の

対抗提案, 新 イ ニ シ ア チブ の 提示が必要で ある ことを合意して い た ( そ

れ自体は別稿で触れ たよう に, 主 と して官僚 レ ベ ル の 検討の 産物で あ っ

た) ｡ しか し現実にそ の ため の 選択肢が 検討され整理され て い くた め の

政治的な意思は ,

マ ク ミ ラ ン と ソ - ニ ク ロ フ ト によ っ て提供され たもの

で あ っ た し, 閣僚 レ ベ ル で の 検討過程で の 強力な反論を封 じるため にも

両名の 積極的 コ ミ ッ ト メ ン トは不可欠で あ っ た｡ さ ら に言えば, 閣僚と

官僚の 間で対抗提案の 必要性の 認識が共有され, 省内に意見対立が存在

しなか っ た商務省と は異なり, 大蔵省で は , 新 たなイ ニ シ ア チブ は, 従

来 の イギリ ス の基本的対外経済政策の延長であると見なす勢力と ,
逸脱

で あると見なす勢力の 間に大きな意見対立 があ っ た ｡ 後者 の 主張を抑え
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て 自由貿易地帯構想を採用させ るにあた っ て 閣僚と し て の マ ク ミ ラ ン の

政治的意思は不可欠で あ っ た ｡ 同時に , 閣僚達の 意思だけで , 現実 の対

応策と して の , 農業製品を除き共同市場を内包する O E E C 諸国によ る

自由貿易地帯構想と い う具体的提案が導かれた訳で はなく, 様 々 な選択

肢を考案し, 比較するにあた っ て は, 大蔵, 商務両省の 官僚達が重要な

役割を果た した の も間違 い な い ｡ 比較し て言うならば, 当初より部分的

自由貿易地帯構想に焦点を絞 っ た商務省と, 他 の 選択肢との 間で判断を

つ けかねて い た大蔵省と い う違 い はあるが
, 両省ともに, 共同市場の も

たらす経済的影響 へ の 対応と し て は
, 単独 で は意味をなさな い ヨ

ー

ロ ッ

パ の諸機関の整理統合と い っ た微温的イ ニ シ ア チブ しか提示できなか っ

た外務省と は比較にならな い 大きな貢献をした こ とは間違 い な い ｡

い か なる考慮が
, 経済官庁をして 自由貿易地帯構想と い う形で の 対抗

提案提示に至らしめ た の かと言えば , そ れは, 6 カ 国の 共同市場形成に

より, 大陸市場が 6 カ 国とそ れ以外の 二 つ の貿易ブ ロ ッ ク に分断され
,

前者が ドイ ツに支配される こと の経済的影響と政治的影響と い う 二重 の

脅威の 認識であ っ た ｡ 共同市場 により実際にどれほ ど の経済的打撃が坐

じるか 具体的推定は不可能で あ っ た｡ しか し ソ - ニ ク ロ フ ト と商務省

は, 大陸市場 は 5 6 年時点でイ ギ リ ス の対外貿易の 4 分 の 1 しか 占めて

い なか っ た と は い え
, 揺 らぎ始め て い た帝国特恵で確保され る コ モ ン

ウ ェ ル ス市場よりは長期的成長可能性が高く, 北米市場と並んで工 業製

品輸出国と して の イ ギ リ ス の 将来にと っ て不可欠で ある とみな し て お

り, そ こ から の 排除は絶対に回避されねばならな い と認識 して い た｡
一

方 , 政治的影響に つ い て主に懸念 した の は マ ク ミ ラ ン であり , 彼 は, 共

同市場内で の ドイ ツ の 優越はそれ 自体危険であると同時に, 大陸 へ の イ

ギ リ ス の 政治的影響力を低下させ
,
ア メ リ カ にと っ て の 大西洋同盟にお

ける パ
ー

トナ ー と して の イ ギリ ス の 重要性を低下させ る こ とにより, 世

界的大国と して のイ ギリ ス の地位の 低下 に つ なが ると の 懸念を強く抱 い
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て い たo

こ う した考慮に基 づき構想された自由貿易地帯提案で あるが , その 意

図に つ い て は ,
や や解釈は複雑になる｡ 序章にお い て も触れ たが , 自由

貿易地帯提案は共同市場を妨害するため の
｢ 悪意｣ をも っ たも の で あ っ

た と い う印象が 結果的 に大陸諸国の
一

部 に抱 か れ た こ と は事実 で あ

る
1 2 rl -

｡ しか し, イ ギ リ ス政府内にはお おむねそ の ような悪意はなか っ た ,

と い う の が 公平な見方であろう ｡ イ ギリ ス政府は 5 6 年末まで に自由質

易地帯と共同市場は両者併存 しなくて はならな い と の 認識を固めて い た

の であり, その 認識は 5 7 年以 降の 交渉開始過程で, 6 カ 国側 の意向に大

きく配慮 した行動とな っ て あら われ て い た｡ しか し ( そ の 可能性 は 5 6

年末には極め て 低 い もの とイ ギリ ス 政府内でも認識されるようにはな っ

て い たが)
,
仮 に共同市場が形成されなか っ た場合には , 自由貿易地帯が

E D C 失敗 の 際に W E U が果た したような代案の 役割を果たす こと も潤

待され て い た の は事実で あるo 6 カ 国側か ら見て共同市場成立前に代替

案となる可能性を秘めた自由貿易地帯構想が提示される こと は, ある種

の
｢
妨害｣ と 見なしうるもの であ っ た｡ そ の 意味で ,

｢ 悪意｣ の 有無に つ

い て は
,
イ ギ リ ス と 6 カ 国の 主張は どちらも正し い と言わざるを待な い ｡

イ ギ リ ス政府に妨害の 意図はなか っ た ｡ しか し
,
6 カ 国は自由貿易地帯

構想が共同市場の 代案となりうるそ の 可能性に妨害の意図を感じ取 っ た

の で ある｡

自由貿易地帯構想の 内容と い う点では , 序章にお い て指摘 したように,

エ リ ソ ン は自由貿易地帯構想の 基本的性質と して , 第一
一 に

,
政府内の 二

つ の 対立する見方の 相互作用の 産物で ある こ と, 第 二 に, 対外経済政策

上 の 大きな変革で はあるが ,
あくまでも既存の通商関係を維持 し, 既存

の 経済目標の実現を求めるため の 保守的か つ 反動的なもの で ある こ と,

さ ら に政府内部で の 合意形成を重視 して 考案され ,
6 カ 国側 の 反止こを軽

視 した内向きの 政策決定の 産物であ っ た こ と, の 三 つ の特徴を指摘 して
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い る
( 2 .I"
｡

第
一

の 指摘 , す なわち, 自由貿易地帯構想は , 対 ヨ ー ロ ッ パ
, 対 コ モ

ン ウ ェ ル ス 双方の 関係にお ける変化に対応する こ とを求め る側と, 現状

維持を求める側の 対立 の なか から産まれ たと い う指摘に つ い て言えば,

確 か に, 政策の 内容はそうした対立する見方の 妥協的要素を持 つ もの で

あ っ た ｡ た だ
, 付け加えるとすれ ば,

｢
妥協｣ は対抗提案の 検討開始の段

階か ら, 検討に携わ っ た大蔵
･ 商務官僚や マ ク ミ ラ ン , ソ

- ニ ク ロ フ ト

と い っ た閣僚の発想の 中にすで に存在 しており, 事後 の , コ モ ン ウ ェ ル

ス 関係省
,
農水食料省と い っ た省庁ある い は ,

バ トラ ー

,
ヒ ュ

-

ム と い っ

た 閣僚などの政府内の 反対論者と の折衝の 中で生まれて きたもの で はな

い と いう点を指摘す べ き で あろう｡

自由貿易地帯構想の 妥協的性質の最大の特徴 は, そ れ が共通域外関税

をも つ 関税同盟で はなく, ま た対象と して 農業製品を除外すると いう点

にあるが
,
こ れ らは帝国特恵 へ の 影響を最小限にと どめ ,

コ モ ン ウ ェ ル

ス 諸国と の 貿易関係をそこなわず, さ ら に国内農業の保護を維持する こ

とを目的と して , 大蔵省と商務省が当初か ら不可欠と考えた条件であ っ

た｡ バ ト ラ
ー

も ヒ ュ
-

ム も, こ れ らの 条件を考慮 した上でもなお, Pla n

G は 長期的に コ モ ン ウ ェ ル ス と の 政治的経済的関係に悪影響を及ぼ し
,

国内農業の保護の 継続を困難にするの で はな い かと考え強く反発 した の

で ある ｡ そ の 点に つ い て マ ク ミ ラ ン と ソ - ニ ク ロ フ ト は
, 当初提案に修

正を加えると いう対応はお こな っ て おらず
,
pl a n G へ の コ モ ン ウ ェ ル ス

お よ び国内世論の 支持の 存在をも っ て反論を封殺 した の で ある ｡ し た

が っ て妥協的性質は当初か ら内包されたもの で あり , 当事者にと っ て は

そ れが妥協であると の 認識は乏 しか っ た と い う べ き で あろう｡ 56 年段

階で
,
こ れまでにな い 形で ヨ ー ロ ッ パ と の 経済関係を強化す べ きと考え

た側にも
, 対 コ モ ン ウ ェ ル ス 関係は最大限維持される べ き で あり , 国内

農業は最大限保護される べ き で あると いう の は自明の前提 で あ っ た ｡
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第二 の指摘, すなわち自由貿易地帯構想は, 対 ヨ
ー ロ ッ パ 貿易 の 拡大

と製造業保護の 撤廃と い う意味で は
"

o n e w o r d p olic y
"

の 中 で の大きな

進展であり, ヨ
ー

ロ ッ パ に お ける貿易と関税問題に積極的に応えようと

するもの で あ っ た が ,
ヨ ー ロ ッ パ で の 輸出市場を確保 しなが ら既存の 貿

易パ タ
ー ンをも守りた い と い う意味で は , 保守的

一

反動的な政策であ っ

たと い う指摘も, 政策決定者達の多くがそ の ようなもの と して ,
P la n °

を説明していた の は間違 い な い ｡ 対 ヨ
ー

ロ ッ パ 貿易 の大幅な拡大を意図

する こと は, 対 コ モ ン ウ ェ ル ス 貿易の 縮小, 対 ド ル地域貿易自由化の 停

滞 , 国際通貨と して の ポ ン ドの 地位の 弱体化に つ ながり, 保守党政権の

基本的国際経済政策に反するもの ではな い の かと い う反対論に対 して ,

ソ
-

ニ ク ロ フ ト/ 商務省も マ ク ミ ラ ン / 大蔵省 ( の
一

部) ち, 共同市場

を内包する自由貿易地帯は , 市場を拡大し, イ ギ リ ス産業を活性化 しさ

らなる成長の機会をもた らし, イ ギリ ス 経済全体の ,
そ して 世界貿易全

体の 長期的拡大を可能にするが ゆえに, む しろ既存の 国際経済政策はよ

り実現 に近づくと説得 した ｡ 両者 の議論は ともに仮定の議論で あり, 実

際に どちら の主張がより可能性が高か っ た の かは自由貿易地帯が成立 し

なか っ た 以上検証は不可能で ある ｡
"

o n e w o rld p olic y
"

はそ の 後もイ ギ

リ ス にと っ て政策目標と して 維持された し,
6 1 年 の マ ク ミ ラ ン政権下で

の 第1 回 E E C 加盟申請にお い ても, イ ギ リ ス が提示 した様 々 な条件 は,

イ ギ リ ス が 6 カ 国と同様に経済統合に コ ミ ッ ト しようと したもの で はな

い こ とを明らかに し て い る ｡
"

o n e w o rld p olic y
"

を支える基本的な外交

戦略, すなわちイ ギリ ス は コ モ ン ウ ェ ル ス と北米と ヨ
ー ロ ッ パ の 三 つ の

サ ー ク ル の 中枢に位置するこ と によりそ の 世界的大国た る地位を確保す

ると いう発想は マ ク ミ ラ ン政権下 にお い て も変化を見せ る こ とはなか っ

た ｡

し か し自由貿易地帯構想がそれまで の イギリ ス の ヨ
ー ロ ッ パ に対し て

の ア プ ロ ー チ と本質的に異なる新たな性格を持 っ て い た こ とも重視す べ
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き で ある ｡ そ れ は
,
E S ( EI) 小委員会による追加報告を議論した 9 月初

め の E S C 会合 で 官僚達も指摘 して い た こ と で あるが, 自由貿易地帯構

想は
,
い っ た ん提示されて しまえば自らの都合によ っ て 容易に取り下げ

る こと の で きな い不可逆的か つ 長期的な ヨ
ー

ロ ッ パ と の 経済協力関係構

築の た め の提案で あ っ たと いう点である
(2G '

｡ イ ギ リ ス政府の楽観的な想

定の 下でさえ自由貿易地帯の 完成は 1 97 0 年代には い っ て か らと考え ら

れておりt そ の後 の 長期的継続 は当然意図され て い た ｡ ま た O E E C 12 カ

国によ る自由貿易地帯が形成され て い た らイ ギリ ス単独 でその 将来の 運

命を決定する ことが不可能になるの は明らか で あ っ た｡ こ の 不可逆的か

つ 長期的な コ ミ ッ ト メ ン トであると い う点で , 自由貿易地帯構想は これ

まで の イ ギリ ス によ る ヨ
ー ロ ッ パ ヘ の イ ニ シ ア チブ の 中で 画期的なもの

で あ っ た点を重視す べ きである｡ E C S C ,
E D C

, そ して メ ソ シ ナ提案に

基づ く E U R A T O M と 共同市場 - の 参加を, そ の機会がありなが らイ ギ

リ ス が見送 っ た の は, そ れらが , イ ギ リ ス にと っ て 受け入れがた い 超国

家主権的性質を持 つ も の で あ っ た だけで なく, い っ た ん参加 して しまえ

ば, 大きな外交的ダメ ー ジなし で は容易に離脱で きな い ,
ヨ

ー

ロ ッ パ 大

陸と の 不可逆的か つ 長期的な統合を意味するか ら で あ っ た｡ 自由貿易地

帯は 6 カ 国の 狭 い統合を超えた O E E C 規模 の 広がりを持ち, コ モ ン ウ ェ

ル ス と の 関係も最大限保持できるよう考案され て は い たが ,
長期性と不

可逆性と いう点で は, 例えば, (56 年 には既 にその 規模の 削減が 検討開

始されて い た) w E U に よ る大陸 へ の 軍事的駐留 コ ミ ッ トメ ン トよりも,

は るか に深 い 大陸 へ の コ ミ ッ ト メ ン ト で あ っ た ｡ そ して , 当面はイギリ

ス の 好まな い 連邦主義的政治統合の 要素は排除されたもの し て 考案され

て い たが
, 自由貿易地帯 - の参加が , 長期的には, 大陸と の政治的統合

へ の 圧力増大と いうリ ス クをともなうもの で ある こ とも, 政府内で の 議

論の 過程で , 推進派にも慎重派にも等 しく認識され て い た ｡ その 上 で 自

由貿易地帯構想が採用され た の は , 不可逆的なヨ
ー

ロ ッ パ と の統合進展
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の リ スクを理解 した上 で なお , 大陸にお ける影響力の確保を重視する判

断の 結果であり, 6 カ 国の 統合進展に対応 して , イ ギ リ ス にと っ て 可能

なそして必要なヨ ー ロ ッ パ と の協力な い し統合の 限界も引き上 げられね

ばならなか っ た の で ある ｡ そ の ように考える時, 5 6 年 の イ ギリ ス の対応

が保守的で反動的なもの で あ っ た と の み評価するわ けには い かな い であ

ろう ｡ 自由貿易地帯構想はイギ リ ス の 世界戦略にお ける革命的な変化と

は言えな い し
,
既存 の政策を可能な限り継承 しようと した の は事実で あ

ろう ｡ しか しそれ は単に受動的な対応で はなく , 積極的なイ ニ シ ア チブ

確保の 試み で あり , 戦後イ ギリ ス 対 ヨ
ー ロ ッ パ経済政策の 中で は, 大陸

と の 不可逆的か つ 連邦主義的な統合 - の 参加は不可能で あるとする 4 9

年 か ら 5 0 年 にか けて の 労働党政権下で の 判断と , それを追認 した保守

党政権下の 判断 - の 充分に大きな修正で あ っ た｡

第三 の 指摘 , すなわち自由貿易地帯構想は , そ の 政策決定の焦点が 内

向きで あり,
イ ギ リ ス 政府内で の 合意形成に必要な条件を満たすもの と

し て立案され , 6 カ 国側に受け入れ られるため に何が必要で あるかが軽

視され て い た t
と い う指摘 に つ い て は , 妥当な評価と見て 良 い で あろう ｡

共通域外関税の 存在 しな い 自由貿易地帯と い う形態の採用, 農業製品除

外の 決定, さ らには海外領土 除外の 決定も, い ずれもイ ギリ ス にと っ て

の マ イナ ス要因を排除して 国内から の 支持を確実にする ことを念頭に し

たもの であり, そ れ らが農業輸出国, 高関税国, 植民地保有国には, そ

して こ の 三 つ の 要素を全て兼ね備えて い た フ ラ ン ス にと っ て は
,
自由貿

易地帯構想の ｢ 欠陥｣ と見なされ る可能性は充分に理解 した上 で の 決定

で あ っ た ｡ そ しして フ ラ ン ス にと っ て 障害と見なされ るならば他の メ ッ

シ ナ諸国にと っ ても望ま し い と は思われな い こ とも
,
さ ら には ア メ リ カ

を満足させ るには, 統合 の程度が不足 して い る こ とも, マ ク ミ ラ ン / 大

蔵省, ソ
-

ニ ク ロ フ ト / 商務省は充分に理解し て い た ｡ そ の 上 で そう し

た決定がなされた こと は
,
た とえ不充分な点が多 々 あろうとも, イ ギ リ
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ス が こ れま で にな い 形 で , 大陸と の 経済協力関係強化の意思表示をする

こ と の 政治的利益が , 経済的な魅力の 不足を上 回ると の判断の 結果であ

り, つ まりはイギリ ス が 自ら の 影響力を過信 して い た と い う こと になる

の で あろう｡ 交渉過程にお い て イ ギリ ス が強 い られ て い く譲歩や妥協は

そ の こ とを明らか にし て いく こと になる ｡

次 に検討 しなくて はならな い の は , 第 二 次大戦後か ら 50 年代半ば過

ぎまで の イギ リ ス の 経済外交戦略の 変遷過程と いう中期的文脈およ び,

5 5 年中の メ ッ シ ナ提案 へ の 最初の 対応の 過程を含め たイ
- デ ン保守党

政権下で の 対 ヨ
ー

ロ ッ パ経済政策変遷の 過程と いう短期的文脈の 中で ,

自由貿易地帯構想は い か に位置づ けられる べ き で あろうか と い う点であ

る｡

短期的な視点で の 自由貿易地帯構想の位置づ けは少々 困難である｡ 56

年 は, その 後半が ス エ ズ危機によりほぼ支配され た年である｡ そ の 発生

ち
,
そ の 結果も, 自由貿易地帯構想の基本的骨格が ほぼ完成 して い た時

点で は予測され て おらず, 最終的には政権交代まで もた ら した ス エ ズと

い う突発的か つ 緊急の 危機が もた らした様々 な意味での 例外的状況が ,

自由貿易地帯構想の政策と して の 選択に何の 影響も与えなか っ たとは考

えにく い ｡

ス エ ズ危機が自由貿易地帯構想の 採用を早めた の か, そ れ とも遅らせ

た の か判断は難し い ｡ ス エ ズ が無けれ ば 8 月以降の 閣僚 レ ベ ル の 議論は

より迅速に進行した可能性は高 い ｡ しか し, 11 月 の ス エ ズ危機の 頂点と

自由貿易地帯構想の正式採用は完全に
一

致 して おり, ス エ ズ で の 失敗が ,

保守党内 ･ イ ギ リ ス 国内の ス エ ズ によ っ て生 じた亀裂を和らげる前向き

の 政策と して の 自由貿易地帯構想の 意義を短期的にたかめた可能性も高

い ｡ ま た ス エ ズ による英米関係の
一

時的悪化も, 閣僚 レ ベ ル で の慎重論

を乗り越えさせ ,
こ れまで より ヨ

ー

ロ ッ パ に接近する政策を採用する こ

とに部分的に貢献したと考えられる ｡ ま た ス エ ズ危機の 中で生 じた モ レ

(14 5)
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政権による英仏合同提案と , それを受けたイ - デ ン によるイギ リ ス ･ コ

モ ン ウ ェ ル ス と西 ヨ ー ロ ッ パ の 政治的協力の 検討指示は
,
現実的な対

ヨ ー ロ ッ パ 協力政策と してすで に充分な検討が進んで い た Pl a n G の 意

義を再認識させ たと いう効果もある｡ そ の意味で ス エ ズにより, イ ギリ

ス にと っ て可能なそして 必要な ヨ
ー ロ ッ パ と の協力関係の ありか たが改

め て 浮き彫りにされ る中で , 自由貿易地帯構想は採用されたと言えるだ

ろう ｡ 逆 に ス エ ズ は フ ラ ン ス にと っ て 6 カ 国による統合 へ の 最終的な コ

ミ ッ ト メ ン トに踏み切る
一 つ の 要因とな っ たと いう側面もある ｡ もちろ

ん ス エ ズだ けが 原因で はな い が , 英仏間の ス エ ズをめ ぐる協力がそれ以

上 の もの に発展 しなか っ た こ とが ,
フ ラ ン ス に対 して 6 カ 国によ る統合

の価値を再認識させ ,
11 月 の独仏首脳会談以降の共同市場条約交渉の 急

速な進展をもた ら した
一

つ の 原因 であると の 解釈は成り立 つ
(27)

｡

と は い え, 自由貿易地帯構想の 形成とその採否をめぐる政府内で の 議

論およ び国内外 の 自由貿易地帯構想に つ い て の 反応の 確認と い う作業

は
,
ス エ ズ危機が頂点に達する前にほぼ完了しており, マ ク ミ ラ ン と ソ -

ニ ク ロ フ ト の 強 い 政治的意思の存在を考えるなら
,
ス エ ズ の 有無にかか

わらず自由貿易地帯構想がイギ リ ス の 政策と して採用され て い た可能性

は高 い ｡ 実際, 官僚 レ ベ ル の 検討で も閣僚 レ ベ ル の 検討で も, ス エ ズ と

の 関係を明確に示す発言はあまり多くはな い ｡ 自由貿易地帯構想は, 何

よりもまず 55 年 6 月以 降の メ ッ シ ナ構想の進展と い う事実 へ の 対応と

して推進され た の であり,
ス エ ズ危機と い う背景を全く除外 しても自由

貿易地帯構想の 採否をめ ぐる議論自体は成立する ｡ 5 5 年末 の段 階でイ

ギ リ ス は共同市場に参加不可能で あると確認した上 で ,
メ ッ シ ナ構想を

O E E C の 枠組み に追 い やろうと試み ,
6 カ 国お よび合衆国か ら反発と批

判を受けた ｡ その 結果
,
そう した批判を回避 しなが ら, そ し て共同市場

の 成功と失敗の 双方の 可能性を織り込み なが ら, イ ギ リ ス にと っ て の 経

済的
･ 政治的な不利益を最小化する対抗提案が模索され, その 結果生じ

(146)
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た の が自由貿易地帯構想で あ っ た｡ そ れ は同時に進行して い たオ
ー

ス ト

ラ リ ア と の 通商協定改定交渉に見られる帝国特恵制度の動揺の 兆候をち

視野に い れ , 相当に長 い ス パ ン で の イ ギリ ス の 対 ヨ
ー ロ ッ パ経済政策の

根幹をなすもの と して考案された ｡ 自由貿易地帯形成をも っ て 対応する

べ きもの と された 6 カ 国 の 共同市場自体が ,

一

朝
一

夕 に完成を見るもの

で はな い の は明らか で あり, その 意味で 自由貿易地帯構想も, 本来的に

短期的文脈で の評価に はな じまな い 政策構想で あ っ たと い う べ き であろ

う｡

し たが っ て より重要なの は中期的な視点で 見た場合の 自由貿易地帯構

想の 位置 づけで ある｡ そ の点に つ い て はすでに触れたように, 自由貿易

地帯構想 はそ の 不可逆性 ･ 長期性 ゆえに ,
49 年か ら 5 0 年 にか けて 労働

党政権下で 決定され保守党政権にも受け継がれて きた , 大陸と の 政治的

経済的協力関係は非連邦主義的で あり不可逆的な コ ミ ッ ト メ ン トを意咲

しな い もの に限られると い う判断を, 相当程度修正するもの であ っ た ,

ある い は修正する可能性を容認するもの であ っ た , と い う点 で大きな変

革であ っ たと考える べ きである ｡ 緊密な英米関係を構築するこ とにより

大西洋 同盟によ る北米と ヨ
ー ロ ッ パ の 連携の 要と なり, 帝国特恵とス

タ ー

リ ン グ地域の 維持により コ モ ン ウ ェ ル ス の 結束を守り, 政治的にも

経済的にも世界大国と して の 独自の 地位を確保 した い と い うイ ギリ ス 政

府の 意思に揺 らぎはなか っ た ｡ しか し共同市場形成と い う外的要因の 大

きな変化に対応するために , 従来タブ
ー と さ れ て きた方法が採用された

訳 で ある｡ もちろ ん, そ れが失敗に終わり意図した成果をもた らさな

か っ た こ とか らも, 自由貿易地帯構想は不充分な変草で しかなか っ た こ

とは明らか で ある ｡ しか し, 政策決定に携わ っ た当事者達には充分に大

きな変革と考えられ た政策が功を奏 しなか っ た こ と により, そ の後 の よ

り大きな変革の 必要性が認識されて い く の で ある ｡ そ の き っ か けを作 っ

たと い う点で も, 自由貿易地帯構想はイ ギリ ス の 戦後対外経済政策の 中
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で中期的に大きな意味を持 つ 政策提案で あ っ たと考える べきで あろう｡
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こ れ に外務省内か ら異論 は なか っ た ｡ しか し,
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T
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